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第１章  序論 
１.１. 研究の背景 
地震が多発する日本列島。大地震の災害については、1923年関東大震災（MJMT 7.9）、
1968年十勝沖地震（MJMT7.9）、1978年の宮城県沖地震（MJMT 7.4）、1995年の兵庫県南部
地震（阪神・淡路大震災、MJMT 7.3）、2003年宮城県沖地震（MJMT 7.1）、2005年福岡県
西方沖地震（MJMT 7.0）、2011年の東北地方太平洋沖地震（東日本大震災、MW9.0）がよく
知られているが、他にも局所的に幾多の地震が発生し、人が住んでいる空間に被害をもた
らしている。 
近代、人が住んでいる空間は、都市化・人口過密化により1棟の建物の中に複数の住居が
ある形式の住宅、すなわち、集合住宅が多く建てられている都市であり、日本において兵
庫県南部地震（阪神淡路大震災、M7.3）、福岡県西方沖地震（M7.0）といった都市型の地
震が発生した時、集合住宅において、一階部分の圧壊、中間階の崩壊、渡り廊下の破壊等
の構造的な被害とともに、電気、水道、ガスなどのライフライン停止、建物の設備損傷等
の様々問題が発生し、兵庫県南部地震時は、都市型地震への備えが希薄だったということ
もあり、予想をはるかに超える大惨事となった。一方、2011年3月11日に発生した世界最大
級の巨大地震である東北地方太平洋沖地震（東日本大震災M9.0）は、集合住宅において、
建物の主要構造部に直接危険を及ぼす被害は少なかったが、室内の家具転倒の被害、停電・
断水等によるライフラインの問題、防災設備の損傷による火災危険性の問題、近隣の避難
所不足等の問題が発生した。 
このように、ひとたび都市型大地震が発生すると、集合住宅において特殊な被害が想定
され、具体的に平成25年12月中央防災会議首都直下地震検討ワーキンググループから公表
された都心部首都直下地震の被害想定を見ると、集合住宅において、建物の破壊、建物被
害に伴う人的被害、設備の損傷、ライフライン停止、火災多発危険性の問題等の発生が懸
念されている。都市型大地震発生後の、来るべき被害から住民の安全を確保するためには、
建築防災計画や地域防災計画の中で、集合住宅における有効な防災対策を検討しておく必
要があり、そのためには、地震動を受けた集合住宅での現状を把握することが課題となる。 
 
 
１.２. 既往研究と本研究の位置付け 
地震が発生した後、集合住宅を対象にし、集合住宅の被災状況や住民の行動等に関する
研究は今まで多くされている。実際に発生した地震を踏まえて調査研究を行っている研究
は、1995年の阪神・淡路大震災を事例とした研究が多く、また、2005年福岡県西方沖地震
を事例とした研究も幾つか行われている。これらの地震を事例とした研究は、集合住宅の
被災実態と居住者の対応について把握した研究や地震時安全性に関わる問題点に対する研
究が多く、いずれの調査も居住者を対象にしたアンケート、インタビュー調査研究である。 
1995年の阪神・淡路大震災を事例とした研究は、瀬渡ら1)、楢崎ら2)、西尾3)、岡ら4)によ
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って行われ、兵庫県南部地震時、集合住宅においても被災状況や建物の破壊被害等による
避難行動への支障、また、ライフライン停止による生活上の支障等の問題について明らか
にした。彼らは、ライフライン停止による生活難や在宅の不安が避難に最も影響をしてい
ると述べていて、地震後のライフラインの確保や物資支援のためには、近隣における相互
支援活動が重要であり、その中でも、管理組合が早期に対応できることの重要性について
述べている。金子ら5)は福岡県西方沖地震の事例を通じ、高層建物における居住者の地震時
安全性についての研究を行い、高層階ほど室内被害が多く見られ、避難行動においては、
家具転倒や館内放送有無により居住者が不安を感じることが明らかになった。そして、世
帯数が多い集合住宅では、地震時、住宅内の居住者把握、居住者同士のコミュニテイや役
割分担が重要であると述べている。 
過去の地震経験の教訓として、集合住宅の地震時防災対策について、行政だけではなく、
そこに住む住民もしくは住民組織の役割についての議論がされるようになってきた。東京
都中央区6)や港区7)では、集合住宅における震災後自立型の防災対策に関する基本方針を策
定している6)。また、高層集合住宅の防災意識・防災対策に着目した研究が、渡部ら8)、半
瀬ら9)、朴・北後ら10)、吉森ら11)により行われており、渡部ら8)は、阪神・淡路大震災後の
住民の防災意識・防災対策の実態に明らかにし、朴・北後ら10)は、集合住宅居住者の日常交
流の意識の現状を把握し、日常・非常時コミュニテイの相互援助性に与える影響要因を明
らかにしている。また、吉森ら11)は、超高層集合住宅における災害対応力に対する研究を行
い、超高層集合住宅には特有の防災対策が必要であり、高層住宅を管理する管理組合等が
共助のために行う防災対策と各居住者の防災認識と行動が相互に補完する対策が重要であ
ると述べている。 
東北地方太平洋沖地震を事例とした研究も幾つか行われており、吉森ら14)は、仙台市内の
集合住宅の居住者を対象にアンケート調査を行い、避難行動とその要因について把握し、
ライフライン機能被害以外にもどのような要因が住民の避難行動に影響を及ぼすのか分析
している。また、村田ら13)は、災害時被害を受けた集合住宅で生活し続けるため居住者組織
の構築と運営、および共用施設・設備・情報システムの活用の観点から、災害時集合住宅
の運営方法を明らかにしている。 
最近はMLCP（Mansion Life Continuity Plan=マンション生活継続計画）の重要性が高く
なって来た。平田ら15)、市古ら16)、村田ら17)が、集合住宅での生活継続対策に関する研究を
行っており、平田らは居住者の自宅滞在型避難生活を円滑にするための方策を検討し、市
古らは中高層分譲集合住宅の管理組合を主体に、大震災後の自宅生活継続に事前から取り
組む方法について考察している。また、村田らは大地震後マンションでの生活を継続する
ことに関わるリスクを明らかにし、それらのリスクへの対策を検討することにより、MLCP
評価の視点を設定し、評価項目を抽出した結果について報告している。 
今までの地震発生後の集合住宅に対する調査研究から、集合住宅における大規模災害時
の地震後対応は、住民（自助）、住民組織（共助）の両方の対応が重要であり、それに沿
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った防災対策を進める必要があることが分かった。しかしながら、今までの調査研究は、
居住者を対象にしたアンケート、インタビュー調査研究が多く住民組織による対応につい
ての研究は不十分である。従って、本研究では、住民及び住民組織による行動や対応に着
目し、地震発生後行われる対応の実態について把握する。 
 
 
１.３. 集合住宅の管理体制と役割 
建物と敷地を複数の人が所有して共同生活をする集合住宅では、集合住宅の区分所有者
が自動的に構成員になって、区分所有者全員で管理組合を組織し、集合住宅の敷地や建物
などの安全・安心を確保し、快適な住環境を維持する義務を負う。これに対して，自治会
（「町内会」とも呼ばれるが，ここでは「自治会」と呼ぶ）は，区分所有者ではなく住民
で構成されているものの賃借人も構成員になって、住民間の親睦を深めるための住民組織
である。巨大地震が発生し、広範囲な地域で大規模な被害が発生した場合、公的機関や管
理会社による緊急対応が必ずしも期待出来ない恐れがあることを考えると、集合住宅の住
民及び住民組織による自らの防災対応が必要である。 
 
表 1 集合住宅の管理体制 
 管理組合 自治会 
目的 共有財産の維持保全 
共同生活の秩序維持 
住民の相互親睦 
地域生活の向上 
構成 区分所有者（組合員） 居住者全員（賃借人含む） 
業務 
・ 
活動
内容 
建物及び敷地などの保安・保全 
長期修繕計画の業務 
火災保険その他の損害保険業務 
風紀・秩序・安全維持に関する業務 
広報・連絡業務 
防災業務 
地域・居住者間コミュニティ形成 
防災訓練等の防災業務 
 
 
地震が発生すると、様々な被害に対して住民が避難する際に支障を受ける問題、設備の
損傷等により地震後火災から安全が確保されない問題、また、ライフライン停止等により
住民が地震発生後集合住宅で生活を継続する際に生活が困難である問題が発生する（図1）
が、その時に住民及び住民組織による防災対応として以下のことが期待される。 
―地震時に応じたの対応：安否確認、避難指示等 
―地震直後ハード面の安全点検・対応：火災危険性や防災設備の被害点検、緊急修理等 
―地震発生後自宅で生活を継続する対応：ライフライン点検、炊き出し、防災用品配布等 
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物の散乱 建物の破損 設備の損傷
ライフライン
停止 人的被害
ガス水電気
EV停止
生活継続が困難避難支障 2次災害の火災危険性
地震発生
 
図 1 地震発生後被害を受けた集合住宅での問題 
 
 
１.４. 研究の目的と方法 
巨大地震が発生すると、集合住宅の住民及び住民組織による自らの防災対応が必要であ
る。本研究は、地震の事例を通じ、住民及び住民組織による行動や対応の実態について調
査を行い、どのような状況で、地震後行動・対応がより有効に行っているのか把握するこ
とを目的としている。その手順は以下の通りである。 
①地震発生後の避難行動・対応の実態 
 →地震発生後住民の避難開始行動や住民組織による対応について把握 
②地震発生後の防災設備等の点検の対応の実態 
 →防災設備の対応を行っている状況や要因について把握 
③地震発生後の生活継続時の地震後対応の実態 
 →地震後対応が行われた実態から地震後対応に影響を与える要因について把握 
以上の、集合住宅における地震発生後対応に影響を与える要因について考察し、今後、
地震動を受けた集合住宅における地震後の住民及び住民組織の行動・対応対策について整
理する。 
本研究は、地震動を受けた集合住宅における地震後の住民及び住民組織の行動・対応に
着目し、現象解析に重点を置いた研究方法を用いる。具体的には、兵庫県南部地震時、日
本火災学会兵庫県南部地震災害調査委員会市民行動調査ワーキンググループが兵庫県南部
地震の約１年後に地震後火災発生地域の市民行動の実態について調べるために行ったアン
ケート調査結果の生データを用いて、地震後市民の避難行動の実態について再分析を行う。
また、東北地方太平洋沖地震時、被害を受けた集合住宅を対象にヒアリング調査及びアン
ケート調査を行い、地震後集合住宅の被害状況把握、地震発生後在館者の避難行動や被災
時の防災対応等について把握し、調査結果から得られたデータを用いて、集計や分析を行
う。本研究は、防災計画の観点から、可能な限り生データを収集し、現象解析や実態把握
に重点を置く実証的な研究である。 
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１.５. 研究の構成と各章の概要 
本論文は、5つの章から構成されている。本論文の構成を図2に示す。 
第1章では、本研究の背景および研究目的を示し、集合住宅の地震後防災対策の考え方を
踏まえて本研究の視点について述べる。また、研究の方法と本論文の構成を示す。 
第2章では、集合住宅における地震後住民及び住民組織の避難行動・対応の実態について
把握し、地震発生後集合住宅の住民及び住民組織の行動や対応は、どのような要因の影響
を受けて行われているのかを考察し、地震発生後集合住宅の住民及び住民組織の避難行動
や対応における課題を整理する。 
第3章では、火災安全性の視点からみた集合住宅における地震後の防災設備等の点検対応
の状況について把握し、いつ、誰によって防災設備の点検が行われたのか、実際に行われ
た点検実態について整理し、防災設備の被害点検がどのような状況で行われているのか、
その要因を考察する。 
第4章では、集合住宅における地震発生後に行われている生活継続のための対応が、どの
ような条件の際に行われたのかを把握し、地震発生後行われる対応に最も影響を与える規
定要因について考察する。 
第5章では、各章の総括とそれらを踏まえた、集合住宅における地震発生後住民及び住民
組織による行動と対応に対して、残された課題について述べる。 
 
 
 
          
 
 
 
 
 
 
 
                                
 
 
 
 
 
 
図 2 本論文の構成 
第１章 序 論 
 研究の背景・目的・位置付け 
第２章 
集合住宅における 
地震発生後 
在館者の避難行動・
対応の実態 
 
第３章 
地震発生後 
集合住宅における 
防災設備等の点検対
応の実態 
 
第４章 
集合住宅における 
地震発生後生活継続
時の地震後対応の 
実態  
 
第５章 結 論 
研究のまとめ 
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第２章  集合住宅における地震後在館者の避難行動・対応の実態 
２.１. はじめに 
地震が発生すると、集合住宅では、室内家具転倒、玄関ドアや廊下・避難経路の破損、
ライフライン停止、及び、地震後発生する火災等の被害を受け、在館者が避難をする際に、
避難支障や避難経路確保困難等で、避難が遅れる恐れがある。 
地震時集合住宅における居住者の経験を基にした避難行動に関する研究はこれまでにな
されているものの1）～4）、日本火災学会兵庫県南部地震災害調査委員会市民行動調査ワーキ
ンググループは、兵庫県南部地震時の市民行動に関するアンケート調査を行い、地震発生
後避難行動の実態について整理しており、集合住宅における地震発生後避難行動は、①家
具が転倒した世帯の方が、転倒してない世帯と比べて住戸内で時間を要している ②脱出
場所が玄関、バルコニー側の人に比べて、玄関側の窓から脱出した人が住戸内で時間を要
している ③高年層になるほど住戸を出るまでの時間が長くなっている ④同じ集合住宅
でも火災規模により、比較的小規模の火災が発生した集合住宅の在館者が住戸内で時間を
要して避難を開始していることが分かった2）。その後、地震発生後集合住宅における在館者
の避難上問題を解決するために、東京都中央区5)や港区6)などでは、地震が発生した時、集
合住宅の住民が自立した対応を求める対策をはじめており、今まで、地震発生後集合住宅
における住民及び住民組織による自らの避難行動・対応が重要である防災対策が進んでい
る。過去の調査報告書2）により、集合住宅における地震発生後在館者の避難行動は、地震に
よる被害状況や地震後発生した火災状況、個人の属性等の要因によって異なることが分か
った。しかし、この調査報告書は、地震発生後避難行動や実態の傾向について整理したも
のであり、住民が避難をする際、それぞれ置かれている状況からどのような違いが出るの
かについて詳細な把握は十分であると言えない。そして、住民組織による対応については、
瀬渡ら7）により、兵庫県南部地震時に近隣における情報提供、安否確認、水の提供等の相互
支援が展開され、管理組合や自治会等による組織的活動が見られたことが分かったが、住
民組織による地震後避難対応の実態に関する研究はなされていない。そのため、ここでは
集合住宅における地震後住民及び住民組織の避難行動・対応の実態について把握し、地震
発生後集合住宅の住民及び住民組織の行動や対応は、どのような要因の影響を受けて行わ
れているのかを考察し、地震発生後集合住宅の住民及び住民組織の避難行動や対応におけ
る課題を整理する。 
 
 
２.２. 研究の方法 
２.２.１. 分析に用いる調査データ 
日本火災学会兵庫県南部地震災害調査委員会市民行動調査ワーキンググループは兵庫県
南部地震の約１年後に、地震後火災発生地域の市民行動の実態について調べるため、アン
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ケート調査を行った。表2は、兵庫県南部地震時の調査の概要について示したものである。
アンケートは、建物内からの火災が発生した高層集合住宅及び、市街地火災発生地域周辺
の高層集合住宅の居住者を対象に、回答者の属性、家屋の被害状況、地震後避難行動、地
震発生最初に屋外へ出るまでにかかった時間、避難した理由、避難経路、地震後火災覚知
時間、火災覚知前後の行動について調査を行った。 
 
表 2 兵庫県南部地震時の調査の概要 2） 
調査目的 地震後火災発生地域の市民行動の実態について調べる 
調査方法 アンケート調査 
調査日時 1995年 12月下旬発送 
調査対象 ・単体建物内で火災が発生した高層集合住宅の居住者 
・市街地火災地域の高層集合住宅の居住者 
 
調査項目 
1)回答者の属性：性別、年齢代、居住階、要介助者の有無 
2)家屋内の被害状況：地震発生直後の家屋内の状況・玄関扉の状況 
3)住民の行動：地震発生後の行動、地震発生後避難を開始した時間、開始
した理由、火災を覚知した時間、火災覚知前後の行動、脱出場所、建物外
に出た時間、建物外に出た理由 
 
表3は、東北地方太平洋沖地震時の調査の概要について示したものである。筆者は、東北
地方太平洋沖地震後、集合住宅での住民及び住民組織の行動・対応の実態について調べる
ため、地震動を受けた集合住宅9件を対象にヒアリングを中心に調査を行った。 
 
表 3 東北地方太平洋沖地震時の調査の概要 
調査目的 地震後集合住宅での住民及び住民組織の行動・対応の実態について調べる 
調査方法 ヒアリングとアンケート調査（ただし、アンケート調査は１件のみ） 
調査日時 1次：2011/8/10～2011/8/11 
2次：2012/1/22～2012/1/23 
3次：2012/12/8 
調査対象 地震動を受けた集合住宅 9件を対象 
（千葉県浦安市内集合住宅２件、宮城県仙台市内集合住宅７件） 
 
調査項目 
1)回答者の属性：性別、年齢代、居住階 
2)被害状況：地震発生直後の住戸内の被害状況 
3)住民の行動：地震発生直後の行動、避難状況 
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２.２.２. 研究の枠組みと方法 
ここでは、日本火災学会兵庫県南部地震災害調査委員会市民行動調査ワーキンググルー
プが1995年兵庫県南部地震について行ったアンケート調査データと、筆者が2011年発生し
た東北地方太平洋沖地震後に行ったヒアリングとアンケート調査データを用いて、集合住
宅における地震後住民及び住民組織の避難行動・対応の実態について把握する。具体的に、
地震発生後集合住宅での住民避難行動として、避難をいつ開始したのか、避難開始行動に
着目し、アンケート調査から得られたデータの中で、地震発生後集合住宅の住民の住戸内
所要時間について再分析する。また、地震発生後集合住宅における住民組織はどのような
対応を行ったのかについて把握する。そこで、どのような状況や要因の影響を受けて、地
震発生後集合住宅の住民及び住民組織の行動や対応が行われているのかについて考察する。 
 
 
２.３. 兵庫県南部地震時の調査の結果 
２.３.１. 調査対象建物の概要及び被害状況 
表4は、兵庫県南部地震時の調査集合住宅の震度と被害状況、火災発生日・時間及びアン
ケート調査状況を示したものである。調査は単体建物内で火災が発生した集合住宅計28件
と市街地火災地域、計36地域の集合住宅を対象に行った。これらの調査対象集合住宅は、
震度6強、震度7という激しい地震の影響を受けており、また、広範囲で地震後火災が発生
し、調査対象集合住宅においても建物内で火災が発生した被害や建物周辺で火災が発生し
た被害があり、建物内で発生した火災は比較的小規模だったが、市街地地域の集合住宅で
は広範囲で大規模な火災だった2）。図3は、表4に基づいてアンケート調査対象となった集合
住宅が所在する地域とその地域の震度及び出火点を示したもので、兵庫県南部地震時地域
の震度と地震発生から2時間の間に発生した火災の出火点を示したものである。 
建物の被害状況について見ると、大規模火災が発生した市街地地域の集合住宅の建物の
被害程度が不明確であるが、単体建物内で比較的小規模な火災が発生した集合住宅では、
被害なしが12件、半壊が1件、1階全壊が3件、全壊が2件、不明が10件という被害が見られ
た。なお、建物の被害状況は日本建築学会・日本都市計画学会、兵庫県による被災度調査
に基づいたもので、建物各部位を目視観測で分析されたものである2）。 
 以上の被害状況に従って、建物の館内で火災が発生した集合住宅（以下、「館内火災集
合住宅」と呼ぶ）の住民の避難行動と建物周辺の市街地地域で火災が発生した集合住宅（以
下、「周辺火災集合住宅」と呼ぶ）の住民の避難行動について分析する。 
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表 4 調査集合住宅の震度と被害状況、火災発生状況及びアンケート調査状況 
NO 
 
館内火災 
集合住宅 
所在地域 
（市区町村・ 
町名等） 
震度 被害 
状況 
 
火災 
発生日時 
（内部） 
アンケート 
状況 
NO 
 
周辺火災 
集合住宅 
所在地域 
（市区町村・ 
町名等） 
震度 火災 
発生 
日時 
（周辺） 
アンケート 
状況 
配布
数 
回答 
者数 
配布数 回答 
者数 
1 長田区宮川町 6強 不明 不明 8 1 29＊ 須磨区太田中北 6強 17日5：50 10 3 
2＊ 兵庫区門口町 6強 不明 不明 8 3 30＊ 須磨区太田中南 6強 17日6：30 81 13 
3 中央区中山手通 6強 なし 17日11：00 51 15 31＊ 須磨区西代市場 6強 17日5：47 207 46 
4 中央区山本通 6強 なし 17日7：00 12 3 32＊ 長田区水笠西公園 7 17日7：00 301 74 
5＊ 中央区雲井通 7 全壊 17日6：30 16 4 33 須磨区千歳小公園 7 17日19：00 47 10 
6 中央区八幡通 6強 不明 17日9：30 26 3 34＊ 長田区高橋病院 7 17日5：47 76 26 
7 中央区生田町 6強 なし 17日19：00 11 4 35 神戸デパート周辺 7 17日7：00 181 32 
8 灘区下河原 7 なし 17日14：00 11 1 36＊ 長田区新長田駅 7 17日5：47 476 19 
9 灘区桜ヶ丘町 6弱 なし 18日7：40 52 26 37＊ 長田区菅原御蔵 7 17日5：47 299 62 
10＊ 東灘区住吉本町 6強 半壊 17日5：51 23 12 38＊ 長田区御船通 6強 17日5：47 36 15 
11＊ 東灘区魚崎北町 7 不明 不明 10 3 39＊ 兵庫区会下山南 7 17日5：52 304 69 
12＊ 東灘区本山南町 7 なし 17日5：50 58 20 40＊ 兵庫区中道通6 7 17日5：48 61 22 
13 東灘区深江北町 7 なし 17日19：00 37 11 41 兵庫区湊川町2 6強 17日5：50 20 1 
14＊ 芦屋市大東町 6強 なし 17日6：50 215 85 42＊ 兵庫区笠松通5 6強 17日5：56 10 3 
15 芦屋市精道町 6強 全壊 17日8：00 9 1 43 兵庫区荒田町3 6強 17日5：50 23 2 
16 芦屋市東山町 6強 不明 17日5：50 7 2 44＊ 中央区日暮通1 ７ 17日5：46 12 2 
17＊ 芦屋市親王塚 7 1階全壊 17日5：55 38 17 45 灘区鹿の下3 ７ 17日8：30 7 1 
18＊ 芦屋市楠町 7 1階全壊 17日6：30 208 124 46＊ 灘区琵琶町1 ７ 17日5：50 19 7 
19 芦屋市高浜町 6弱 不明 不明 123 22 47＊ 灘区六甲町 ７ 17日5：50 212 64 
20 西宮市一ヶ谷町 6強 なし 17日6：55 30 11 48＊ 灘区中郷町4 7 17日5：50 21 8 
21 西宮市宮西町 6強 １階全壊 19日8：11 15 4 49 東灘区住吉本2 6強 17日7：00 22 13 
22＊ 西宮市若松町 7 なし 17日6：52 48 21 50＊ 東灘区青木駅南 6強 17日5：47 216 18 
23 須磨区恵比寿町 6強 なし 18日10：25 42 16 51 東灘区本山中2 ７ 18日19：05 29 11 
24＊ 尼崎市西本町 6弱 なし 17日6：47 12 3 52＊ 東灘区本庄町1 7 17日5：49 50 20 
25 垂水区舞子坂 6弱 不明 不明 14 3 53 中央区大日通6 ７ 18日0：45 15 2 
26 伊丹市端原 6弱 不明 不明 8 3 54 灘区新在家南 6強 不明 21 1 
27 伊丹市池尻 6強 不明 不明 18 1 55 須磨区中島町 ７ 不明 13 4 
28 伊丹市中野東 6弱 不明 不明 21 5 56 兵庫区塚本通 6強 17日5：50 4 1 
総計 1131 424 57 東灘区住吉山手 6弱 不明 23 12 
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表2から引き続き 
 
補注： 
①アンケート配布：1995年12月下旬 
②対象住宅：3階建以上の集合住宅 
③ケース数：館内火災集合住宅N=424、 
周辺火災集合住宅N=627 
 ④＊：火災覚知後避難したと答えた回答者がいる集合住宅 
58 東灘区本山中町 7 不明 19 9 
59 西宮市仁川 6弱 不明 5 1 
60 西宮市郷免町 7 不明 49 18 
61 西宮市弓場町 7 不明 19 7 
62 尼崎市稲葉元町 6弱 不明 5 2 
63 中央区浜辺通 6強 不明 92 25 
64 須磨区大田町3 6強 不明 11  4 
総計 2996 627 
 
 
 
Suma-ku 
Nagata-ku 
Hyogo-ku 
Chuo-ku 
Nada-ku Higashinada-ku 
 
 
Nishinomiya-shi 
Amagasaki-shi 
Itami-shi 
Takarazuka-shi 
Ashiya-shi 
6-lower 
6-upper 
7 
 
JMA Seismic Intensity 
Kobe-shi 
Fire occurred until 
2h after earthquake 
Surveyed buildings  
No. referenced by table 2 
 
0    2    4km 
 
N 
 
図 3 アンケート調査対象集合住宅が所在する地域とその地域震度及び出火点 
（震度分布は藤本、翠川(1999) 8）、出火点は神戸大学室崎研究室9）及び建設省建築研究所10）に基づく） 
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２.３.２. 調査結果から見た避難行動タイプ 
 アンケート調査結果データから、地震後集合住宅における住民の避難行動の実態を把握
する際、住戸内で火災を覚知する前に避難を開始したケース（以下、避難開始行動タイプ1
と呼ぶ）と、住戸内で火災を覚知した後に避難を開始したケース（以下、避難開始行動タ
イプ2と呼ぶ）の２つの避難開始行動タイプが見られた。 
図4は、調査集合住宅の避難開始行動タイプの割合について示したものである。なお、ア
ンケート回答の中で、住戸内所要時間と火災覚知時間について無応答もしくは不明の回答
者がおり、ここでは、記録残されてないデータについては今回の分析で対象外とする。図4
を見ると、半分以上の人は地震発生後火災を覚知する前に避難を開始していることが分か
る。その中で、比較的に小規模火災で留まっている館内火災集合住宅でも多くの居住者が
火災を覚知する前に避難を行っていることが分かった。 
 
火災覚知前に避難開始したケース
不明
火災覚知後に避難開始したケース
N=627
館内火災集合住宅
N=424
周辺火災集合住宅
56.0 
71.9 
28.7 
11.3 
15.3 
16.7 
0% 20% 40% 60% 80% 100%
 
図 4 調査集合住宅の避難開始行動タイプの割合 
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２.３.３. 館内火災集合住宅と周辺火災集合住宅の住民の住戸内所要時間 
図5は、館内火災集合住宅と周辺火災集合住宅の地震発生後住戸内から出た人数の移り変
わりを示したものである。各調査集合住宅の50％の人は地震発生後20分以内に住戸内から
出でいたが、その反面、地震発生後時間が大きく過ぎた後に住戸内から出た人もいた。 
 
0
10
20
30
40
50
60
70
80
90
100
● 周辺火災集合住宅■ 館内火災集合住宅
％
time 
（min）地震発生時間  
図 5 地震発生後住戸内から出た人数の移り変わり 
 
 表5は、館内火災集合住宅の住戸内所要時間（分）と周辺火災集合住宅の住戸内所要時間
（分）について示したものである。住戸内平均所要時間を見ると、館内火災集合住宅では
約43分、周辺火災集合住宅では約21分程度で、また、標準偏差を見ると、館内火災集合住
宅の方がより大きい。このことから、館内火災集合住宅の住民の住戸内所要時間が比較的
長く、その差も、周辺火災集合住宅の住民より激しかったと思う。この分析は、有意確定
が有意水準0.05より小さいので、統計的に有意すると言える。 
 
表 5 館内火災集合住宅・周辺火災集合住宅別の住戸内平均所要時間（分） 
 最大値 最小値 平均 標準偏差 中央値 ｔ値 有意確定 
館内火災集合住宅 
(n＝331) 
1800 0 41.3 148.2 15 5.4 .000 
周辺火災集合住宅 
(n＝481) 
360 0 21.0 35.0 10 14.1 .000 
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２.３.４. 置かれた状況による住民の住戸内所要時間 
ここから、クロス集計を行い、各住民が置かれた状況や要因によって、住民の住戸内所
要時間にどのような違いがあるのかについて分析する。なお、避難開始行動に影響する要
因として、①火災覚知有無、②年齢、③住んでいる階の3つの要因を挙げた。①、②の要因
は、既往調査の分析結果2）から避難開始行動に影響を及ぼした要因であると考えられるので
今回の分析要因として考慮する。③の要因は既往調査の分析で考慮されていなかった要因
を加えたものである。なお、火災覚知有無は、避難開始行動タイプ1、避難開始行動タイプ
2に分類し、年齢層は、10代20代30代は青年層、40代50代は中年層、60代70代80代は高齢層
に、また、住んでいる階は、1～4階を低層階、5～8階を中層階、9階以上は高層階として分
類して分析を行っている。 
 
0.0 
10.0 
20.0 
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50.0 
60.0 
70.0 
80.0 
90.0 
100.0 
青年層 中年層 高齢層 青年層 中年層 高齢層
避難開始行動タイプ1 避難開始行動タイプ2
10
11～20
21～30
31～40
41～50
51～60
61～90
91～120
121～180
181～240
241～300
301～360
361以降
(n＝74) (n＝129) (n＝90) (n＝4) (n＝24) (n＝18)
住戸内所要時間
（分）
％
 
a) 館内火災集合住宅の火災覚知有無・年齢別による各住戸内所要時間の割合 
 
住戸内所要時間
（分）
％
0.0 
10.0 
20.0 
30.0 
40.0 
50.0 
60.0 
70.0 
80.0 
90.0 
100.0 
低層階 中層階 高層階 低層階 中層階 高層階
避難開始行動タイプ1 避難開始行動タイプ2
10
11～20
21～30
31～40
41～50
51～60
61～90
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121～180
181～240
241～300
301～360
361以降
(n＝141) (n＝105) (n＝51) (n＝27) (n＝16) (n＝4)
 
b) 館内火災集合住宅の火災覚知有無・階別による各住戸内所要時間の割合 
 16 
住戸内所要時間
（分）
％
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c) 周辺火災集合住宅の火災覚知有無・年齢別による各住戸内所要時間の割合 
住戸内所要時間
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％
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 d) 周辺火災集合住宅の火災覚知有無・階別による各住戸内所要時間の割合 
図 6 それぞれ置かれた状況による住戸内所要時間の要因別割合 
 
 図6は、それぞれ置かれた状況による住戸内所要時間の要因別割合について示したもので
ある。まず、館内火災集合住宅の住民の行動について見てみる。火災覚知有無・年齢別に
見ると、避難行動タイプ別では、火災を覚知する前に避難を開始した避難行動タイプで、
住戸内所要時間10分以内の住民の割合が比較的多かった。年齢別に見ると、地震発生後10
分以内に住戸内から出た住民の割合は、若い人ほど多かったが、避難行動タイプ2の高齢層
の住民は、地震発生後11～20分間に住戸内から出ていた割合が比較的多かった。また、高
齢層は、他の年齢代より、地震発生後1時間以上過ぎた後に住戸内から出た割合が高く見ら
れた。そして、火災覚知有無・階別に見ると、同じ階の避難行動タイプ別の各住戸内所要
時間は、火災を覚知する前に避難を開始した避難行動タイプで、住戸内所要時間10以内の
住民の割合が比較的多かった。階別に見ると、避難行動タイプ１住民は階別それほど大き
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な差は見られなかったが、高層階の人の住民が地震発生後時間50分以降に住戸内から出て
いた割合が他の階より高かった。火災を覚知する後に避難を開始した住民では、中層の住
民が、地震発生後20分以降に住戸内から出ていた割合がより高かった。 
 次は、周辺火災集合住宅の住民の行動について見てみる。火災覚知有無・年齢別に見る
と、同じ年齢代から、避難行動タイプ別の各住戸内所要時間の割合を見ると、火災を覚知
する前に避難を開始した避難行動タイプで、住戸内所要時間10以内の住民の割合が比較的
多かった。年齢別に見ると、高齢者は他の年齢代より、地震発生後時間が1時間以上過ぎた
後に住戸内から出た割合が高い。そして、火災覚知有無・階別に見ると、同じ階で各避難
行動タイプ別の地震内所要時間を見ると、火災を覚知する前に避難を開始した避難行動タ
イプで、地震発生後10分以内に住戸内から出た住民の割合が高かった。  
 
 
 
表6は、それぞれが置かれた要因別による住戸内所要時間について示したものである。 
館内火災集合住宅の火災覚知有無・年齢別による各住戸内所要時間について見ると、平
均所要時間は、避難行動タイプ別、青年層や中年層ではそれほど差は見られないが、高齢
層では大きく差が見られた。年齢別では、若い人ほど平均所要時間が短い。中央値を見る
と、青年層や中年層では10（分）で、高齢層では15（分）、25（分）であり、若い人が早
めに避難を開始していることが分かる。この分析は、避難行動タイプ1で有意確定が有意水
準0.05より小さいので、統計的に有意すると言える。館内火災集合住宅の火災覚知有無・
階別による各住戸内所要時間について見ると、平均所要時間は、避難行動タイプ別、低層
階で平均所要時間が長いが、中央値を見ると、低層階の人が比較的に早く住戸内から出た
ことが分かる。これは、低層階で特に時間が多く過ぎた人がいたので、標準偏差も大きく
見られ、平均所要時間も遅くなったと考えられる。この分析は、避難行動タイプ1で有意確
定が有意水準0.05より小さいので、統計的に有意する。 
周辺火災集合住宅の火災覚知有無・年齢別による各住戸内所要時間について見ると、平
均所要時間は、避難行動タイプ1では、若い人ほどより早く住戸内から出たことが分かる。
避難行動タイプ2では、年齢別住戸内平均所要時間に差が見られなかった。中央値を見ると、
避難行動タイプ1では、青年層が若干早く住戸内から出ていたことが分かる。この分析は、
有意確定が有意水準0.05より小さいので、統計的に有意すると言えます。周辺火災集合住
宅の火災覚知有無・階別による各住戸内所要時間について見ると、各要因別、住戸内平均
所要時間と中央値にそれほど大きな差が見られなかった。これは、周辺火災集合住宅の住
民の多くは、地震が発生した後早めに避難を開始したためであると考えられる。この分析
は、有意確定が有意水準0.05より小さいので、統計的に有意すると言える。 
以上のクロス集計の分析から、火災覚知有無、年齢、住んでいる階の状況によって、地
震発生後避難を開始するまでの住戸内平均所要時間が異なることが分かった。 
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表 6 それぞれ置かれた状況による住戸内所要時間（分） 
a) 館内火災集合住宅の火災覚知有無・年齢別の各住戸内所要時間 
火災覚知有無 年齢 最大値 最小値 平均 標準偏差 中央値 ｔ値 有意確定 
避難開始行動 
タイプ1 
 
青年層(n＝74) 120 1 17.1 23.0 10 6.4 .000 
中年層(n＝129) 600 0 30.7 73.1 10 4.8 .000 
高齢層(n＝90) 1800 0 63.5 202.7 25 3.0 .004 
避難開始行動 
タイプ2 
青年層(n＝4) 30 5 18.3 18.3 19 2.7 .075 
中年層(n＝24) 210 2 35.3 35.3 25 4.0 .001 
高齢層(n＝18) 1680 6 139.2 139.2 30 1.5 .146 
b) 館内火災集合住宅の火災覚知有無・階別別の各住戸内所要時間 
火災覚知有無 住んでいる階 最大値 最小値 平均 標準偏差 中央値 ｔ値 有意確定 
避難開始行動 
タイプ1 
 
低層階(n＝141) 1800 0 43.7 167.6 10 3.1 .002 
中層階(n＝105) 180 1 24.3 34.0 10 7.3 .000 
高層階(n＝51) 600 0 43.3 89.9 15 3.4 .001 
避難開始行動 
タイプ2 
低層階(n＝27) 1680 2 94.7 319.7 20 1.5 .136 
中層階(n＝16) 210 6 50.3 50.2 30 4.0 .001 
高層階(n＝4) 30 15 22.5 8.7 23 5.2 .014 
 
c)  周辺火災集合住宅の火災覚知有無・年齢別の各住戸内所要時間 
火災覚知有無 年齢 最大値 最小値 平均 標準偏差 中央値 ｔ値 有意確定 
避難開始行動 
タイプ1 
 
青年層(n＝111) 90 0 11.0 14.8 5 7.8 .000 
中年層(n＝147) 180 0 20.3 28.9 10 8.6 .000 
高齢層(n＝65) 360 0 36.0 63.1 10 4.6 .000 
避難開始行動 
タイプ2 
青年層(n＝86) 180 2 22.3 28.0 15 7.4 .000 
中年層(n＝69) 285 2 27.3 38.3 20 5.9 .000 
高齢層(n＝23) 61 1 22.7 18.2 20 5.9 .000 
d)  周辺火災集合住宅の火災覚知有無・階別の各住戸内所要時間 
火災覚知有無 住んでいる階 最大値 最小値 平均 標準偏差 中央値 ｔ値 有意確定 
避難開始行動 
タイプ1 
 
低層階 (n＝222) 360 0 21.7 39.0 10 8.3 .000 
中層階(n＝72) 180 0 17.7 29.7 10 5.1 .000 
高層階 (n＝19) 120 0 22.6 36.9 10 2.9 .010 
避難開始行動 
タイプ2 
低層階(n＝119) 285 1 23.4 31.7 15 8.0 .000 
中層階(n＝43) 180 5 31.1 34.9 15 5.9 .000 
高層階 (n＝12) 30 3 13.4 9.7 20 4.8 .001 
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２.３.５. 数量化理論 2類を用いた分析 
 ここから、火災覚知有無、年齢、住んでいる階の要因の中、地震発生後避難を開始する
までの住戸内所要時間に最も大きく影響を与える要因を探るため、数量化理論2類の分析を
行う。ここでは、「火災覚知有無」「年齢」「住んでいる階」の3項目を説明変数、館内火
災集合住宅と周辺火災集合住宅の各中央値を基準とし、「中央値より早い」「中央値より
遅い」を目的変数とし、数量化理論2類分析を行った。 
表7は、数量化理論2類の分析から得られた結果を示したものである。ここでは、説明変
数が外的基準に及ぼす影響力を把握するためレンジ及び偏相関係数を用いる。レンジとは
各説明変数内におけるカテゴリースコアの最大値と最小値の差のことである。また、分析
精度を調べるため、相関比と正判別率（判別的中率）を用いる。相関比n2＝（0≦n2≦１）
とは2グループ間のバラツキを求めているもので、相関比の大きいほど群内分散が相対的に
小さく、相関比の小さいほど群内分散が相対的に大きい。正判別率は正しく判別された数
を全体の数で割った割合として求められているものである。 
 
表 7 数量化理論 2類分析から得られた結果 
 
(1) 目的変数：館内火災集合住宅住民の避難開始時間 
説明変数 カテゴリー
カテゴリー
数量 偏相関係数 レンジ値
火災覚知有無 1．覚知した -0.225 0.175 1.652 2 
2．覚知してない 1.427 
年齢 1．10代20代30代 -0.922 0.237 1.977 1 
2．40代50代 -0.297 
3．60代70代80代 1.055 
住んでいる階 1．1～4階 -0.140 0.175 0.718 3 
2．5～8階 -0.073 
3．9階以上 0.578 
避難開始時間 中央値より早い -0.295 
中央値より遅い 0.310 
ケース数：308 相関比：0.092 正判別率：63.0％
 
 (2) 目的変数：周辺火災集合住宅住民の避難開始時間 
説明変数 カテゴリー
カテゴリー
数量 偏相関係数 レンジ値
火災覚知有無 1．覚知した -0.650 0.297 1.787 1 
2．覚知してない 1.137 
年齢 1．10代20代30代 -0.681 0.200 1.364 2 
2．40代50代 0.365 
3．60代70代80代 0.684 
住んでいる階 1．1～4階 -0.078 0.105 1.199 3 
2．5～8階 0.457 
3．9階以上 -0.741 
避難開始時間 中央値より早い -0.392 
中央値より遅い 0.302 
ケース数：393 相関比：0.118 正判別率：65.7％
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館内火災集合住宅の場合、得られた相関比は0.092、正判別率は63.0%であった。正判別
率は高めであるが、相関比が低いので群内分散が相対的に大きいと考えられる。レンジ及
び偏相関係数の値を大きい順に見ると、「年齢」「火災覚知有無」「住んでいる階」とな
っており、「年齢」の要因が館内火災集合住宅の住民の避難開始行動に最も寄与している
ことが分かった。カテゴリ数量が小さい（負である）ほど、避難を開始する前の対応が行
われやすいことに注意すると、年齢が低いほど、また、火災を覚知する前に避難を開始し
た住民が、中央値より早く避難を開始しやすい傾向にある。 
周辺火災集合住宅の場合、得られた相関比は0.118、正判別率は65.7%であった。正判別
率は高めであるが、相関比が低いので群内分散が相対的に大きいと考えられる。レンジ及
び偏相関係数の値を大きい順に見ると、「火災覚知有無」「年齢」「住んでいる階」なっ
ており、「火災覚知有無」の要因が周辺火災集合住宅の住民の避難開始行動に最も寄与し
ていることが分かった。カテゴリ数量が小さい（負である）ほど、避難を開始する前の対
応が行われやすいことに注意すると、火災を覚知した年齢が低い住民が、中央値より早く
避難を開始しやすい傾向にある。 
分析結果を整理すると、集合住宅における地震後在館者の避難開始行動は、館内火災集
合住宅の場合、年齢が低い住民ほど早く住戸内を出ていて、周辺火災集合住宅の場合、火
災を覚知した住民が最も早く住戸内を出ていると予測できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２.４. 東北地方太平洋沖地震時の調査の結果 
２.４.１. 調査対象建物の概要及び被害状況 
 表8は、東北地方太平洋沖地震時の調査対象建物の所在地域、建物概要と火災発生状況に
ついて示したものである。表8を見ると、東北地方太平洋沖地震時は、集合住宅において、
建物の主要構造部には大きな被害を受けた事例は少ないが、躯体に亀裂、エキスパンショ
ン(以下Exp.Jという)の破壊、タイルの剥離、玄関扉の損傷、階段やエレベーター柱の損傷
等の他、地盤の沈下による建物の段差、駐車場の地盤沈下、受水槽の倒壊等のようなが被
害を受けていた。また、ほとんどの調査集合住宅で、ライフラインが停止した。東北地方
太平洋沖地震時は、地震後火災が発生した集合住宅は少ないものの、調査を行った集合住
宅のうち、Iの集合住宅で火災が発生していた。 
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表 8 東北地方太平洋沖地震時の調査対象建物の所在地域、建物概要と被害状況 
ID 所在 
地域 
建物の概要 管理体制 被害状況 
A 千葉県 
浦安市 
3棟 14階 
298戸 
管理会社に委託 
管理組合、 
自治会、理事会あり 
主要構造部には問題なし。玄関ゲートや
エキスパンションジョイントの変形、打
ち継ぎのモルタル剥離、水道が停止。 
B 千葉県 
浦安市 
4棟 7、8階 
256戸 
自主管理 
管理組合、自治会、 
防災向け住民組織
あり 
建物被害傾きなどはなし、共用部のひび割
れ程度。敷地と段差が30～50センチ発生。
家具転倒は多少あり。電気・ガス・水道が
停止。 
C 宮城県 
仙台市 
3棟 
11、14、15階 
229戸 
管理会社に委託 
管理組合、自治会 
自主防災組織あり 
主要構造部には問題なし。受水槽が破
損、共用廊下で壁やエキスパンションジ
ョイント部一部破損、壁のひび割れ等。 
D 宮城県 
仙台市 
1棟 10階 
100戸 
管理会社に委託 
管理組合、 
自治会あり 
 
主要構造部には問題なし。窓のひび割
れ、外壁タイルのひび割れおよび剥離等
の被害程度があり。電気・ガス・上水道・
EV停止。 
E 宮城県 
仙台市 
1棟 
6階 
44戸 
管理会社に委託 
管理組合、 
自治会あり 
主要構造部には問題なし。外壁タイル一部
クラック。防火設備問題なし。一部、地盤
沈下。フェンス変形。電気・ガス・EVが停
止。 
F 宮城県 
仙台市 
2棟 15棟 
228戸 
管理会社に委託 
管理組合、町内会 
自主防災組織あり 
主要構造部には問題なし。共用廊下に面
する壁クラック。エキスパンションに破
損あり。家具転倒あり。電気・ガス・水
道・EVが停止。 
G 宮城県 
仙台市 
1棟 12階 
55戸 
管理会社に委託 
 
外壁の損害がひどく、X状のせん断亀裂発
生。 
H 宮城県 
仙台市 
1棟 15階 
49戸 
管理会社に委託 
管理組合あり 
主要構造部には問題なし。EV竪穴の内壁
が破損。その他,温水器の倒壊、水漏れ。 
電気・ガス・水道が停止。 
I 宮城県 
仙台市 
1棟 8階 
102戸 
管理会社に委託 
管理組合あり 
主要構造部には問題なし。壁のひび割れ
程度。地震直後に火災が発生し、上階の
ベランダに置いてあった物品が燃焼し
たが、内部への延焼はしていない。電
気・ガス・水道が停止。 
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２.４.２. 調査集合住宅の避難状況と対応 
東北地方太平洋沖地震時に、集合住宅において住民組織の避難対応があったものについ
て、表9に、東北地方太平洋沖地震時の調査集合住宅の避難状況や対応を示した。 
 
表 9 東北地方太平洋沖地震時の調査集合住宅の避難状況や対応 
ID 住民の避難状況 住民又は住民組織による避難対応 
A 地震発生時、集合住宅にいた住民は、地
震直後１階に降りてきた。 
 
地震発生後、集合住宅内で集まれる人が集
会所に集まり、避難指示を出して、居住者
を近くの中学校に避難させた。 
B 地震発生時、集合住宅にいた住民は、地
震直後、集合住宅のエントランスに集合
した。 
避難所へは行かなかったが、住民組織等が集
まり、避難を指示。地震当日、居住者は、前
の広場、集合場所へ避難。 
C 地震発生時、集合住宅にいた住民は、地
震直後１階に降りてきた。 
地震当日、集合住宅の一部住民は、地域
の避難所へ最初3人が行ったが避難所が
込んで入れなかった。それで当日は集合
住宅の１階の玄関ホールと２階集会室で
避難。地震直後集合住宅の集会場にまず
避難し、住民各自判断で近くの小学校に
避難。 
地震当日在宅していた自主防災組織の役員
と管理員が、建物が危険だと感じ避難する
ことを指示。集合住宅の防災センターの非
常放送設備で「階段を使って防災センター
前に集合してください」と呼びかけた。 
避難所へいけなかった住民のため、当集合
住宅を準避難所として、連合町内会に申請
し、１階の玄関ホールと２階集会室を避難
所として運営。 
D 地震発生時、集合住宅にいた住民は、ま
ず集合住宅の集会場に避難し、その後、
住民各自判断で近くの小学校に避難。 
地震発生時、自治会長は不在。 
E 地震当日、市民センターに避難。 地震当日管理員と自治会長で避難を指示。 
F 地震発生直後、集合住宅にいた住民は、
地震直後１階に降りてきた。 
地震当日、住民半数は近くの中学校や親
戚の家などに避難。 
地震直後、在宅していた自主防災組織の役
員が、避難を指示。地震当日、避難所環境
が悪く高齢者の身体が不自由な人は集合住
宅の裏にある施設で避難させた。 
G 地震当日、住民の一部は避難所に避難。 管理員の判断で、避難を指示。 
H 地震後EVの停止でしばらく避難した住
民あり。 
避難指示はない。 
I 地震発生時、集合住宅にいた住民は、地
震直後１階に降りてきた。 
地震当日から、隣の山手町の集会場に
５０人程度の住民が避難。 
管理員と理事会長の判断で、集合住宅の管
理室を避難場所にしようとしたが、地震火
災の影響で、使用できそうになかったので、
隣の山手町の集会場に避難を指示。 
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表9を見ると、どの集合住宅でも、住民が自主的に（集合住宅A,B,D,I）又は、住民組織
等の避難指示(集合住宅C,F)によって、地震発生直後、集合住宅にいた住民は、1階に降り
てきて、集合住宅のエントランスや集会場に集まった。その後、地震当日在宅していた自
主防災組織の役員等と管理員がいた集合住宅では、避難指示を出して、集合住宅の一部の
住民は、近くの避難所や親戚の家に避難した。しかし、避難所にいけなかった住民や高齢
者の身体が不自由な人に対しては、自主防災組織の役員と管理員が、集合住宅の１階の玄
関ホールと２階集会室等で避難させた(集合住宅C,F)。 
 
 
２.４.３. 調査集合住宅の各住民の避難行動 
 ここからは、東北地方太平洋沖地震の事例を通じ、調査集合住宅の各住民の避難行動に
ついて見てみる。筆者は、東北地方太平洋沖地震の後、集合住宅での住民の避難行動につ
いて調べるため、日本火災学会兵庫県南部地震災害調査委員会市民行動調査ワーキンググ
ループが兵庫県南部地震の約１年後に行ったアンケート調査票に基づいて、アンケート調
査票を作成し、東北地方太平洋沖地震後火災が発生した集合住宅での住民を対象にアンケ
ート調査を行った。調査の方法について表10に、調査集合住宅の概要と被災状況について
表11に示す。 
表 10 調査の方法 
調査日時 2012年12月8日 
アンケート調査 全102戸配布、郵送回収回収数24（23．5％） 
ヒアリング調査 調査対象：管理組合役員１名（地震時は在宅、自宅住戸の位置：１階） 
 
表 11 調査集合住宅の概要と被災概要 
所在地・戸数 宮城県仙台市青葉区・102戸 
階数・構造 地上8階・SRC 
管理体制 管理組合・管理会社に一部委託 
地震の発生日
時 
2011年3月11日（金）14:46   
地震名称・震度 東北地方太平洋沖地震、震度６弱11） 
地震被害 応急危険度判定：緑、 
罹災調査結果：一部損害、 
4月7日の余震後の罹災調査：半壊（亀裂が広がった） 
火災の概要 地震直後に発生、出火原因不明 
焼損面積 5階１住戸、約70㎡焼損 
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アンケート調査を行う際、調査対象集合住宅の管理員や理事会の役員を対象にヒアリン
グ調査を行い、地震直後避難状況や対応、また、火災の状況等について詳細に調べた。 
まず、ヒアリング調査から得られた結果を表12に示す。ヒアリング調査結果から、地震
直後、集合住宅にいた住民は、とりあえず外に出で、集合住宅内で火災が発生したことを覚知
していることが分かった。 
 
表 12 ヒアリング調査の結果 
地震時の自宅内の状況 
本棚やタンスが倒れることない程度の被害だったが、震動自体は激しかった。すぐに停電に
なった。 
地震後の避難状況 
地震直後、集合住宅にいた住民は、とりあえず外に出たが、全体としては多くの居住者が出てき
たとは言えない。そのまま出てこなかった居住者もいたと思われる。 
火災への対応状況 
地震後に建物外へ出ていた時、「火災が発生している」と住人の声があった。管理人はすぐ
に消防署に連絡。消防隊（消防車1台）が来るまでに管理人と住人たち（数人）で消火活動
をしようと思い、廊下側の玄関から入ろうとしたが、火災した住戸の住人は留守だったので、
廊下側の小さな窓から鉄格子を壊して入ろうとした。窓を開けると煙が出てきて消火活動を
諦めた。消防隊は間もなく到着し消火した。 
火災の発生状況 
出火の原因は不明。地震の震動が収まってから2～3分後（地震発生後8～9分後）に火災が発
生。燃え広がるスピードは速かった。ベランダ側からは炎が立ち上がった。しかし、煙は廊
下側にはあまり出てこなかった。非常ベルは鳴らなかった。 
ライフライン等の状況 
電気・水・ガスは地震発生後すぐ停止。各階に備え付けてある消火栓は停電のため使用できなか
った。 
 
 
 
次に、アンケート調査結果に基づいて、各住民（17人）の避難行動について見てみる。
図7は、東北地方太平洋沖地震発生後、火災が発生している集合住宅での住民の地震発生後
自宅を出るまでの住戸内所要時間と火災を覚知するまでの時間について示したものである。
上に書いてある数字は火災を覚知した時間である。図7を見ると、地震直後すぐ１～3 分の
間に避難した人も居れば、地震発生から60分後に避難した人もいる。各棒グラフを見ると、
50％以上の人が10分以内に自宅外に出ていることが分かる。火災を覚知した時間を見ると、
17人中、15人は住戸を出てから火災発生を覚知していることが分かる。 
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図 7 各住民の地震発生後自宅を出るまでの時間及び火災覚知するまでの時間 
 
 
 
 表13は、調査集合住宅の住民の住戸内所要時間について示したものである。東北地方太
平洋沖地震時の単体集合住宅の住民の住戸内平均所要時間は約15分である。この分析は、
有意確立が有意水準0.05より小さいので統計的に有意する。 
 
表 13 調査集合住宅の住民の住戸内平均所要時間（分） 
(n＝17) 
最大値 最小値 平均 標準偏差 
 
中央値 ｔ値 有意確定 
60 1 14.5 15.8 5 3.8 .002 
 
 
 
次に、それぞれ置かれた状況による住戸内所要時間の要因別割合について図8に示した。 
まず、年齢別に見ると中年層・高齢層の回答数が多く、地震発生後10以内に避難を開始し
た住民の年齢の割合を見ると、高齢者が高いことが分かり、高齢層の住戸内平均所要時間
を見ると（表14）高齢層の住戸内平均時間は約15分、中年層の住戸内平均時間は約19分で
あった。階別に見ると、中層階で遅く住戸内から出た住民の割合が比較的高かった。階別
住戸内平均所要時間（表15）を見ると、中層階で他の階と比べて2分ほど若干遅い（住戸内
平均時間約16分）ことが分かる。この分析は、有意確立が有意水準0.05より大きいので統
計的に有意すると言えない。 
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図 8 それぞれ置かれた状況による住戸内所要時間の要因別割合 
 
表 14 年齢別の住戸内平均所要時間（分） 
年齢別 最大値 最小値 平均 標準偏差 中央値 ｔ値 有意確定 
青年層(n＝1) ― ― ― ― ― ― ― 
中年層(n＝5) 30 1 19.2 14.9 30 2.9 .045 
高齢層(n＝11) 60 2 13.6 16.7 5 2.7 .022 
 
表 15 階別の住戸内平均所要時間（分） 
階別 最大値 最小値 平均 標準偏差 中央値 ｔ値 有意確定 
1～3階(n＝6) 30 1 13.5 13.1 7.5 2.5 .053 
4～5階(n＝7) 60 1 15.9 21.1 5 2.0 .094 
6～7階(n＝4) 30 5 13.8 11.8 10 2.3 .102 
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また、東北地方太平洋沖地震時の調査集合住宅の住民の避難開始行動に最も大きく影響
を与える要因を探るため、数量化理論2類の分析を行う。ここでは、「火災覚知有無」「年
齢」「住んでいる階」の3項目を説明変数、調査集合住宅の中央値を基準とし、「中央値よ
り早い」「中央値より遅い」を目的変数とし、数量化理論2類の分析を行った。 
表16は、数量化理論2類の分析から得られた結果を示したものである。得られた相関比は
0.728、正判別率は91.8%であった。相関比は高いので群内分散が相対的に小さく、正判別
率は高めであると考えられる。レンジの大きい順に見ると、「年齢」「火災覚知有無」「住
んでいる階」となっており、「年齢」の要因が東北地方太平洋沖地震時の単体集合住宅の
住民の避難開始行動に最も寄与していることが分かった。カテゴリ数量が小さい（負であ
る）ほど、避難を開始する前の対応が行われやすいことに注意すると、年齢が低い住民ほ
ど、早く避難を開始しやすい傾向にある。 
 
表 16 数量化理論 2類分析から得られた結果 
 
目的変数：館内火災集合住宅住民の避難開始時間 
説明変数 カテゴリー
カテゴリー
数量 偏相関係数 レンジ値
火災覚知有無 1．覚知した -0.32 0.162 1.99 2 
2．覚知してない 1.66 
年齢 1．10代20代30代 -2.29 0.233 2.59 1 
2．40代50代 0.05 
3．60代70代80代 0.30 
住んでいる階 1．1～4階 0.95 0.069 1.90 3 
2．5～8階 -0.95 
3．9階以上
避難開始時間 中央値より早い -0.266 
中央値より遅い 0.320 
ケース数：12 相関比：0.728 正判別率：91.8％
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 28 
２.５. まとめ 
ここでは、日本火災学会兵庫県南部地震災害調査委員会市民行動調査ワーキンググルー
プが1995年兵庫県南部地震後に行ったアンケート調査データと、筆者が2011年発生した東
北地方太平洋沖地震後に行ったヒアリングとアンケート調査データを用いて、集合住宅に
おける地震後住民及び住民組織の避難行動・対応の実態について把握し、また、地震発生
後集合住宅の住民及び住民組織の行動や対応は、どのような要因の影響を受けて行われて
いるのかを考察した。その結果について、以下の通りで整理する。 
① 住民の避難行動については、兵庫県南部地震後、建物館内で火災が発生した集合住宅
の場合は地震後火災を覚知する前に避難を開始した住民が短く住戸内にいて、その中
で、年齢が若い人ほどより短く（住戸内平均所要時間約17分）住戸内にいたことが分
かった。階別では低層階住民の住戸内所要時間の偏差が大きく見られ、住戸内平均所
要時間（約44分）が長かった。その反面、中層階の住民がより早く（住戸内平均所要
時間約24分）住戸内から出ていたことが分かった。建物周辺の市街地地域で火災が発
生した集合住宅の場合は、地震後火災を覚知する前に避難を開始した住民が短く住戸
内にいて、その中で、年齢が若い人ほどより短く住戸内にいた（住戸内平均所要時間
約11分）ことが分かった。また、階別ではそれほど大きな差は見られなかった。東北
地方太平洋沖地震後、建物館内で火災が発生した集合住宅の場合、各住民は地震直後
早めに住戸内から出ていて（住戸内平均所要時間約15分）、その中で、高齢層住民の
住戸内平均時間は約15分、中年層住民の住戸内平均時間は約19分であった。階別では、
中層階で他の階と比べて2分ほど若干遅い（住戸内平均時間約16分）ことが分かった。 
このような調査結果から、住民の避難行動に最も影響する要因を探るため、数量化理
論2類を用いて分析した結果、館内火災集合住宅の場合は、兵庫県南部地震時と東北地
方太平洋沖地震時、両方、「年齢」の要因が住民の避難行動に最も寄与していて、年
齢が低いほど、早く避難を開始しやすい傾向にあることが明らかになった。周辺火災
集合住宅の場合は、「火災覚知有無」の要因が住民の避難行動に最も寄与していて、
火災を覚知した住民が、早く避難を開始しやすい傾向にあることが明らかになった。
これは、大規模火災が発生した周辺火災集合住宅の住民がより危険を感じたため、早
めに避難を開始していたと考える。 
② 住民組織の避難行動・対応については、調査集合住宅のどの集合住宅でも、住民が自
主的に又は、住民組織等の避難指示によって、地震発生直後、住戸内から出て、集合
住宅のエントランスや1階のロビーに集まっていたことが分かった。また、地震当日は、
地震発生後在宅していた自治会又は自主防災組織の役員と管理員が近くに避難所に住
民を避難させた。しかし、避難所にいけなかった住民や高齢者、また、身体が不自由
な人に対しては、自治会又は自主防災組織の役員と管理員が、集合住宅の1階の玄関ホ
ールと2階集会室等に避難させていた。このような対応を行っている集合住宅では、地
震が発生する前から自治会又は自主防災組織のような住民組織を持っていて、地震後
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が発生した後に、避難指示・避難生活支援等の対応を行っていたことが分かった。 
以上のことから、地震発生後集合住宅での住民の避難行動は、火災被害状況別、また年
齢別に異なっており、避難開始を迅速に行っている住民は、地震後火災の規模が比較的小
さい状況で年齢が若い傾向にあることが明らかになった。また。避難指示や避難生活支援
対応を行っている集合住宅では、地震が発生する前から自治会又は自主防災組織のような
住民組織を持っていることが分かった。今後、地震発生後集合住宅の住民の避難行動につ
いては、火災被害状況別避難計画、また、年齢別避難計画を立つ必要があり、そして、集
合住宅では住民組織等があり、その組織が地震発生後活発に活動した現状から住民組織に
よる地震後避難対応の重要性が明らかになったことから、今後、住民組織による避難対応
計画について検討する必要がある。 
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第３章 地震発生後集合住宅における防災設備等の点検対応の実態 
３.１. はじめに 
巨大地震が発生すると、集合住宅において建物が倒壊しない場合であっても、停電・断
水等によるライフラインの問題、非構造部材（二次部材）や防災設備等の損傷等の問題が
生じ、地震後に発生する火災に対して地震発生以前と同程度には安全性が確保されないと
考えられる。この安全性を確保するには、地震による防災設備損傷や設備の機能維持等に
ついて迅速に点検を行い、損傷等がある場合は、何らかの対応をとっておくことが必要で
ある。 
地震後の建物における防災設備の作動状況や被害状況に関する調査・研究はこれまで幾
つか行われており、日本建築学会拡大防火委員会1)は、兵庫県南部地震による防災設備等の
被害を調査し、地震による防災設備の被害率を調査している。関沢ら2)は兵庫県南部地震時、
地震によってスプリンクラーが損傷した建物で本格的な火災が拡大した事例を紹介し、地
震時は防災設備が有効に動かず被害が拡大してしまう恐れがあることを示している。また、
掛川ら3)は地震によって被害を受けた際の火災危険性について整理・分析している。日本火
災学会東日本大震災調査委員会4)は、東北地方太平洋沖地震による防火関連設備等の被害状
況と復旧状況等について整理している。また、国土交通省国土技術政策総合研究所5)では、
平成21年から3ヵ年にわたり、高層建築物の地震後の火災安全対策技術の開発についての検
討を行い、地震発生時、地震による防災設備等の挙動及び損傷状況や地震直後の在館者の
避難・火災安全計画等の現状について把握している。このように、建物における防災設備
の被害やそれに伴う火災危険性についての研究は多数行われてきたが、地震発生後の防災
設備の点検状況についての調査・研究はこれまで実施されていない。 
本研究では、東北地方太平洋沖地震後、地震動を受けた集合住宅において、いつ、誰に
よって防災設備の点検が行われたのか、実際に行われた点検実態について知見を得ること
を目的とする。 
 
 
 
３.２. 集合住宅における防災設備の位置づけ 
集合住宅は多数の者が生活し就寝を伴う施設であり、また日常的に火気を使用し出火危険
が高い防火対象物であることから、建物の高さや延床面積等に応じて消防法や建築基準法
により、防災設備の設置及び維持管理が義務付けられている。防災設備については、火災
の発見から初期消火・避難・消防活動に至る各段階に応じて、「初期対応設備（火災感知・
通報設備）：自動火災報知設備、非常放送設備」「初期消火設備：消火器、屋内消火栓、
スプリンクラー」「避難経路確保設備：排煙設備、誘導灯、非常照明」「火災拡大防止設
備：防火戸」「消防活動設備：消防用水設備、連結送水管」などに分類される 5)。本研究で
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は、火災が発生した時、在館者が火災を早期に感知し、迅速に避難行動を行う際の防災設
備に着目し、表 17 に示す設備を取り上げた。なお、ここに示す電源を必要とする設備は、
常用電源が停電したときに用いる非常電源が付置されている 6)。 
 
表 17 集合住宅における防災設備等の概要 
分類 防災設備 集合住宅における防災設備設置例 
初期対応設備 
（火災感知 
・ 
通報） 
自動火災報知設備 
 
 
         
自動火災報知設備の感知器  非常放送設備のスピーカ 
 
非常放送設備 
 
初期消火設備 
 
消火器 
 
           
消火器          屋内消火栓設備の消火栓箱 
屋内消火栓設備 
 
スプリンクラー設備 
避難経路 
確保設備 
排煙設備 
 
 
      
排煙設備の給気口   誘導灯     非常照明 
誘導灯 
 
非常照明 
 
 
 
３.３. 研究の方法 
本研究では、東北地方太平洋沖地震後、地震動を受けた集合住宅の対象に調査を行い、
地震発生後防災設備点検実態について把握する。調査の概要について表18に示す。本研究
は、地震発生後の防災設備等の点検状況ならびに被害状況について調べるため、2011年12
月中旬～1月中旬に1次調査を行い、また2013年9月中旬～10月14日に2次調査を行った。調
査対象は、NPO法人東北マンション管理組合連合会の協力の下、仙台市内にある分譲集合住
宅（以下、集合住宅と呼ぶ）153件で、これらの集合住宅は、NPO法人東北マンション管理
組合連合会に加盟している集合住宅で、基本的に管理組合が実質的に機能している。東北
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地方太平洋沖地震時、仙台市内では震度6弱、6強の地震が発生しており、仙台市内の集合
住宅は地震動を受けていた8)。筆者は、仙台市内にある集合住宅153件にアンケート用紙を
郵送にて配布し1次アンケート調査を行った。回収は153件の集合住宅のうち34件で、回収
率は22.2%である。また、1次アンケートを配布した153件集合住宅の内、3件でヒアリング
調査を行った。2次調査では、1次調査のアンケートで把握しきれなかった集合住宅の管理
体制や防災設備の点検を行った主体について調べた。2次調査は、1次アンケート調査の時
回答した34件の集合住宅に2次調査票を郵送し、2次アンケート調査を行った。回収は34件
の集合住宅のうち20件で、回収率は58.8%である。なお、1次調査は、2011年12月中旬から
2012年1月中旬に実施したものであり、本研究は、地震が発生した2011年3月11日から2012
年1月までの、約10ヶ月間の点検実態について分析したものである。 
 
 
表 18 調査の概要 
 １次調査 ２次調査 
調査日時 2011年12月中旬～2012年1月中旬 2013年9月中旬～2013年10月14日 
調査方法 NPO法人東北マンション管理組合
連合会に加盟している仙台市内に
ある分譲集合住宅153件へ、アンケ
ート用紙を郵送にて配布したアン
ケート調査を実施。また、アンケ
ートを配布した153件の内3件でヒ
アリング調査を実施。 
1次調査の時、回答のあった34件の集合住
宅に郵送配布・回収。 
調査目的 建物に設置されている防災設備等の点検状況ならびに被害状況について調べる 
調査対象 東北地方太平洋沖地震時、地震動を受けた仙台市内の分譲集合住宅 
調査内容 建物の概要、防災設備設置有無 
地震後被害状況 
防災設備被害状況・点検状況 
集合住宅の管理体制 
防災設備を点検した主体 
回答状況 153件の集合住宅に郵送配布・回収、
回収数は34件（回収率22.2%） 
1次調査の時、回答のあった34件の集合住宅
に郵送配布・回収、回収数は20件（回収率
58.8%） 
回答者 管理組合、自治会、自主防災組織等の役員、及び、管理員 
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３.４. １次調査の結果 
３.４.１. アンケート調査の結果 
3.4.1.1 集合住宅の概要と被害状況 
図9は、１次アンケート調査から得られた集合住宅の建物概要について示したものである。
なお、分析に用いたデータは、アンケート用紙を配布した集合住宅153件ではなく、アンケ
ート調査に回答があった集合住宅34件である。まず、建築年数を見ると、10年以内の建物
は11.8％、11～20年の建物は35.3％、21～30年の建物は11.8％、31年以上の建物は32.4％
を占めている。建物の階数を見ると、５階建以下の建物が20.6％、6～10階建の建物が47.1％、
11～15階建の建物が32.4％を占めている。また、建物の延床面積(㎡)では、3,000（㎡）以
下は26.5％、3,100～5,000（㎡）は26.5％、5,001（㎡）以上は29.4％を占めている。建物
の住戸数は、50住戸以下の建物が64.7％、51～100住戸の建物が29.4％、101住戸以上が5.9％
を占めている。 
 
不明
建築年数 10 年以下の建物 11～ 20年の建物
31年以上の建物N=34
0% 20% 40% 60% 80% 100%
21～ 30年の建物
建物階数 5階建以下の建物 6～ 10階建の建物
11～15階建の建物N=34
0% 20% 40% 60% 80% 100%
建物延床面積(㎡) 3,000(㎡)以下 3,001～5000(㎡)
5,001(㎡)以上N=34 不明
0% 20% 40% 60% 80% 100%
建物住戸数 50住戸以下の建物 51～100住戸の建物
101住戸以上の建物N=34
0% 20% 40% 60% 80% 100%
 
図 9 1次アンケート調査集合住宅の建物概要 
 
 
 
次に、調査集合住宅の被害状況について見ていく。図10は、1次アンケート調査集合住宅
の建物被害状況について示したものである。応急危険度判定Note1)の結果を見ると、検査済み
で立入り可能な集合住宅が44％、要注意の集合住宅は3％、危険とされた集合住宅はなかっ
た。なお、応急危険度判定の結果について分からない(不明)と答えた集合住宅の割合は53％
であった。地震保険Note2)の査定結果を見ると、調査集合住宅の65％が一部損、25%が半損と
なっていた。以上から、調査集合住宅においては、主要構造部に大きな被害を受けた割合
は比較的低いと推定される。 
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応急危険度判定（N=34)
検査済
（立入り可） 危険要注意 不明
0% 20% 40% 60% 80% 100%
 
一部損 全損半損 不明
地震保険の査定（N=34)
0% 20% 40% 60% 80% 100%
 
図 10 1次アンケート調査集合住宅の建物被害状況 
 
 
 表19は、1次アンケート調査集合住宅のライフライン被害状況を、表20は、1次アンケー
ト調査集合住宅のライフライン復旧状況を示したものである。表19を見ると、調査集合住
宅34件のうち、33件(97％)で停電、27件(80％)で断水、31件(91％)でガス停止が見られた。
その後、電気は比較的早めに復旧して、地震が発生した翌日に復旧した集合住宅は21件
（64％）、地震発生後4～7日で復旧した集合住宅が9件（27％）であり、概ね地震発生後1
週間以内に電気は復旧している。水道は地震が発生した翌日又は翌々日に復旧した集合住
宅は7件(26％)、地震発生後4～7日で復旧した集合住宅は10件（37％）であった。ガスは地
震当日から地震発生後1週間の間に復旧した集合住宅は0件(0％)で、地震発生後1週間以降
にようやく復旧していた。以上より、東北地方太平洋沖地震発生時は多くの集合住宅でラ
イフライン停止の被害を受けて、その中で、電気は比較的に早めに復旧したが、ガスは復
旧するまでに時間がかかっていたことが分かった。 
 
表 19 1次アンケート調査集合住宅のライフライン被害状況 
 停止あり 停止なし 設備なし 合計 
電気 33[97％] 1[3％] 0 34[100％] 
水道 27[80％] 7[20％] 0 34[100％] 
ガス 31[91％] 2[6％] 1[3％] 34[100％] 
 
 
表 20 1次アンケート調査集合住宅のライフライン復旧状況 
 地震 
当日 
に復旧 
地震 
発生後 
2～3日で復旧 
地震 
発生後 
4～7日で復旧 
地震 
発生後 
一週間以降に復旧 
合計 
電気 0 21[64％] 9[27％] 3[9％] 33[100％] 
水道 0 7[26％] 10[37％] 10[37％] 27[100％] 
ガス 0 0 0 31[100％] 31[100％] 
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3.4.1.2 集合住宅の防災設備設置状況と点検状況 
 図11は、1次アンケート調査集合住宅の防災設備（表17参照）設置状況について示したも
のである。図11を見ると、消火器、屋内消火栓、自動火災報知設備は、それぞれ94.1％、
61.8％、88.2％の集合住宅で設置されている一方、非常放送設備やスプリンクラー、排煙
設備はそれぞれ47.0％、11.8％、23.5％の集合住宅で設置されており、比較的設置割合が
低いことが分かった。図12は、建物階数や建物住戸数、建物延床面積(㎡)別に、設置率が
低い防災設備の設置状況を示したものである。設置率が低い防災設備は、建物階数によっ
て設置有無が大きく異なり、特に非常放送設備とスプリンクラーは高層の集合住宅ほど設
置されていることが分かる。 
 
設置されている 設置されていない 不明
0% 20% 40% 60% 80% 100%
非常照明
誘導灯
排煙設備
スプリンクラー
屋内消火栓
消火器
非常警報/放送
自動火災報知設備
（Ｎ＝３４）
88.2%
47.0%
94.1%
61.8%
11.8%
23.5%
67.6%
70.6%
 
図 11 1次調査集合住宅の防災設備設置状況 
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スプリンクラー非常放送設備 排煙設備
Ｎ＝11
Ｎ＝16
Ｎ＝7
Ｎ＝11
Ｎ＝16
Ｎ＝7
Ｎ＝11
Ｎ＝16
Ｎ＝7
0% 20% 40% 60% 80% 100%
1～5階建の建物
6～10階建の建物
11～15階建の建物
0% 20% 40% 60% 80% 100%
1～5階建の建物
6～10階建の建物
11～15階建の建物
0% 20% 40% 60% 80% 100%
1～5階建の建物
6～10階建の建物
11～15階建の建物
設置有 設置無 不明 設置有 設置無 不明設置有 設置無 不明
 
a) 建物階数別にみた防災設備の設置有無の割合 
Ｎ＝2
Ｎ＝10
Ｎ＝22
Ｎ＝2
Ｎ＝10
Ｎ＝22
Ｎ＝2
Ｎ＝10
Ｎ＝22
スプリンクラー非常放送設備 排煙設備
設置有 設置無 不明 設置有 設置無 不明設置有 設置無 不明
0% 20% 40% 60% 80% 100%
50住戸以下の建物
51～100住戸の建物
101住戸以上の建物
0% 20% 40% 60% 80% 100%
50住戸以下の建物
51～100住戸の建物
101住戸以上の建物
0% 20% 40% 60% 80% 100%
50住戸以下の建物
51～100住戸の建物
101住戸以上の建物
 b) 建物住戸数（規模）別にみた防災設備の設置有無の割合  
スプリンクラー非常放送設備 排煙設備
Ｎ＝10
Ｎ＝12
Ｎ＝10
Ｎ＝12
Ｎ＝10
Ｎ＝12
Ｎ＝10
設置有 設置無 不明 設置有 設置無 不明設置有 設置無 不明
0% 20% 40% 60% 80% 100%
3000(㎡)以下
3001～5000(㎡）
5001(㎡)以上
0% 20% 40% 60% 80% 100%
3000(㎡)以下
3001～5000(㎡）
5001(㎡)以上
0% 20% 40% 60% 80% 100%
3000(㎡)以下
3001～5000(㎡）
5001(㎡)以上
Ｎ＝10 Ｎ＝10
 
C) 建物延床面積(㎡)別にみた防災設備の設置有無の割合 
 
図 12 建物階数や建物住戸数（規模）、建物延床面積(㎡)別にみた 
設置率が低い防災設備の設置状況 
 
 
 
 
表21は、1次アンケート調査集合住宅における地震後の防災設備（表17参照）等の点検実
施率について示したものである。なお、集合住宅に設置されている防災設備は、消防法や
建築基準法により通常年１回、もしくは年２回の設備技術者による定期点検を実施するこ
とが義務付けられているが、本研究での「点検」は、地震が発生した後、地震による設備
の被害状況を把握する臨時点検ということで、地震後、集合住宅の管理員もしくは住民組
織等が、各防災設備に対して地震による損傷があるかどうかを把握することである。 
表21を見ると、防災設備の点検実施率は、設備の種類によって異なり、平均点検実施率
は約46％である。期間別点検実施を見ると、地震発生後一週間以内は約17％、地震発生後
一週間以降は約3％で、点検不明は約33％であり、実施時期について不明が相対的に多いこ
とが分かる。次に、各防災設備別の点検実態について見ると、以下の通りである。 
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①自動火災報知設備：この設備は調査集合住宅34件のうち、30件の集合住宅（88％）で設
置されており、この設備が設置されている集合住宅の内、地震発生後に設備を点検した集
合住宅は13件（43％）で、地震当日に2件（7％）、地震発生後4～7日に1件（3％）、また
地震発生1週間以降に3件（10％）の集合住宅で点検をしていた。 
②非常放送設備：この設備は調査集合住宅34件のうち、16件の集合住宅（47％）で設置さ
れており、その中で地震発生後に設備を点検した集合住宅は6件（37％）で、地震発生後4
日～7日に1件（6％）、地震発生1週間以降1件（6％）の集合住宅で点検をしていた。 
③消火器：消火器は防災設備の中で最も設置率が高く（94％）、地震発生後、消火器を点
検している集合住宅は21件（66％）であった。この設備は地震当日に3件（9％）、地震発
生後2～3日に2件（7％）、地震発生後4～7日に3件（9％）、比較的早い段階で点検をして
いた。 
④屋内消火栓：屋内消火栓は調査集合住宅34件のうち21件の集合住宅（62％）で設置され
ており、この設備が設置されている集合住宅の内、地震発生後に設備を点検した集合住宅
は15件（71％）で点検実施率が高い。屋内消火栓は消火器の点検日とほぼ同様の傾向であ
り、地震当日3件（15％）、地震発生後2～3日に2件（9％）、地震発生後4～7日に1件（5％）
集合住宅で点検をしていた。 
⑤スプリンクラー：今回の地震時はスプリンクラーに対して点検を行っている事例はなか
った。スプリンクラーの設置率（12％)は、他の設備に比べて最も低い。 
⑥排煙設備：排煙設備は、調査集合住宅34件のうち、8件の集合住宅（24％）で設置されて
おり、そのうち点検した集合住宅は4 件（50％）であり、地震当日に1件（25％）、地震発
生後2～3日に1件（25％）の集合住宅で点検をしていた。 
⑦避難誘導灯：避難誘導灯は調査集合住宅34件のうち23件の集合住宅（68％）に設置され
ており、そのうち、地震発生後に設備の点検した集合住宅は11件（48％）で、地震当日に1
件（4％）地震発生後2～3日に1件（4％）、地震発生1週間の以降に2件（9％）の集合住宅
で点検をしていた。 
⑧非常照明：非常照明は調査集合住宅34件のうち、24件の集合住宅（71％）で設置されて
おり、そのうち点検した集合住宅は13件（54％）で、地震当日に1件（4％）地震発生後2～
3日に2件（8％）の集合住宅で点検をしていた。 
調査結果、各設備の種類による点検実施率を比べると、東北太平洋沖地震発生後の防災
設備の点検は、消火器や屋内消火栓については、これらの設備を設置している集合住宅の
うち、約70％の集合住宅で点検を行っている一方、自動火災報知設備や非常放送設備、排
煙設備等の設備については、これらの設備を設置している集合住宅のうち、約40～50％の
集合住宅でしか点検を行っていないことが分かった。 
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表 21 1次アンケート調査集合住宅における地震後の防災設備等の点検実施率 
（調査対象集合住宅の合計は34件） 
 設備が 
設置 
されている 
集合住宅数 
(設置率) 
期間別点検実施集合住宅数 点検が実施され
た集合住宅数 
/設備が設置 
されている 
集合住宅数 
 [点検実施率] 
地震 
当日 
地震 
発生後 
2～3日 
地震 
発生後 
4～7日 
地震 
発生後 
1週間以内 
小計 
地震 
発生 
1週間 
以降 
実施日 
不明 
 
自動火災報知設備 30/34 
(88％) 
2 ― 1 3 
[10％] 
3 
[10％] 
7 
[23％] 
13/30 
[43％] 
非常放送設備 16/34 
(47％) 
― ― 1 1 
[6％] 
1 
[6％] 
4 
[25％] 
6/16 
[37％] 
消火器 32/34 
(94％) 
3 2 3 8 
[25％] 
1 
[3％] 
12 
[38％] 
21/32 
[66％] 
屋内消火栓 21/34 
(62％) 
3 2 1 6 
[29％] 
1 
[4％] 
8 
[38％] 
15/21 
[71％] 
スプリンクラー 4/34 
(12％) 
― ― ― ― ― ― 0/4 
[0％] 
排煙設備 8/34 
(24％) 
1 1 ― 2 
[25％] 
0 2 
[25％] 
4/8 
[50％] 
避難誘導灯 23/34 
(68％) 
1 1 ― 2 
[9％] 
0 
[0％] 
9 
[39％] 
11/23 
[48％] 
非常照明 24/34 
(71％) 
1 2 ― 3 
[12％] 
0 
[0％] 
10 
[42％] 
13/24 
[54％] 
平均実施率 [17％] [3％] [33％] [46％] 
 
 
調査結果、各設備の種類による点検実施率を比べると、東北太平洋沖地震発生後の防災
設備の点検は、消火器や屋内消火栓については、これらの設備を設置している集合住宅の
うち、約70％の集合住宅で点検を行っている一方、自動火災報知設備や非常放送設備、排
煙設備等の設備については、これらの設備を設置している集合住宅のうち、約40～50％の
集合住宅でしか点検を行っていないことが分かった。 
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3.4.1.3 調査対象集合住宅の防災設備の被害状況 
表22は、点検が実施された集合住宅の防災設備の被害状況について示したものである。
今回は、地震によって防災設備に大きな被害はほとんどなく、消火器の転倒や屋内消火栓
ホースの散乱等の被害が見られた。 
 
表 22 点検が実施された集合住宅の防災設備被害状況 
 被害 
なし 
被害あり 
[被害率] 
点検が実施された 
集合住宅数 
自動火災報知設備 13 0 [0％] 13 
非常放送設備 6 0 [0％] 6 
消火器 17 4 [19％] 21 
屋内消火栓 11 4 [27％] 15 
スプリンクラー ― ― 0 
排煙設備 4 0 [0％] 4 
避難誘導灯 11 0 [0％] 11 
非常照明 13 0 [0％] 13 
 
 
 
 
 
 
3.4.1.4 防災設備の点検が実施された集合住宅の特徴 
ここでは、どのような状況において防災設備が点検されたのかについて示す。表23は、1
次アンケート調査集合住宅の建物階数別にみた防災設備の点検状況、表24は、1次アンケー
ト調査集合住宅の住戸数別にみた防災設備の点検状況、表25は、1次アンケート調査集合住
宅の建物延床面積別にみた防災設備の点検状況、表26は、1次アンケート調査集合住宅の被
害状況別にみた防災設備の点検状況について示したものである。各表を見ると設備に対す
る点検実施率は、各建物階数、建物住戸数、建物延床面積、被害状況別に、特に大きな差
はなく、地震後防災設備に対する点検対応は、集合住宅の階数・規模や被害状況とはそれ
ほど関連がないと考えられる。 
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表 23 1次アンケート調査集合住宅の建物階数別にみた防災設備点検状況 
 5階建以下の建物 6～10階建の建物 11～15階建の建物 設備が設置されている 
集合住宅数 
点検した/していない(合計) 
点検した して 
いない 
点検した して 
いない 
点検した して 
いない 
自動火災報知設備 3[60％] 2[40％] 6[40％] 9[60％] 4[40％] 6[60％] 13/17（30） 
非常放送設備 0[0％] 1[100％] 2[33％] 4[67％] 4[44％] 5[56％] 6/10（16） 
消火器 4[67％] 2[33％] 10[63％] 6[17％] 7[70％] 3[30％] 21/11（32） 
屋内消火栓 2[100％] 0[0％] 8[73％] 3[27％] 5[63％] 3[37％] 15/6（21） 
スプリンクラー ― ― ― 1[100％] ― 3[100％] 0/4（4） 
排煙設備 ― ― 3[50％] 3[50％] 1[50％] 1[50％] 4/4（8） 
避難誘導灯 2[50％] 2[50％] 6[55％] 5[45％] 3[36％] 5[64％] 11/12（23） 
非常照明 2[50％] 2[50％] 8[67％] 4[33％] 3[37％] 5[63％] 13/11（24） 
表 24 1次アンケート調査集合住宅の住戸数別にみた防災設備点検状況 
 50世帯以下 51～100世帯 101世帯以上 設備が設置されている 
集合住宅数 
点検した/していない(合計) 
点検した して 
いない 
点検した して 
いない 
点検した して 
いない 
自動火災報知設備 8[42％] 11[58％] 4[40％] 6[60％] 1[100％] 0[0％] 13/17（30） 
非常放送設備 3[33％] 6[67％] 2[33％] 4[67％] 1[100％] 0[0％] 6/10（16） 
消火器 14[70％] 6[30％] 5[50％] 5[50％] 2[100％] 0[0％] 21/11（32） 
屋内消火栓 10[83％] 2[17％] 4[57％] 3[43％] 1 [50％] 1[50％]  15/6（21） 
スプリンクラー ― 4[100％] ― ― ― ― 0/4（4） 
排煙設備 3[60％] 2[40％] 1[33％] 2[67％] ― ― 4/4（8） 
避難誘導灯 7[47％] 8[53％] 4[57％] 3[43％] 1[100％] 0[0％] 11/12（23） 
非常照明 9[56％] 7[44％] 3[43％] 4[57％] 1[100％] 0[0％] 13/11（24） 
表 25 1次アンケート調査集合住宅の建物延床面積別にみた防災設備点検状況 
 3,000(㎡)以下 3,001～5000(㎡)以下 5,001(㎡)以上 設備が設置されている 
集合住宅数 
点検した/していない(合計) 
点検した しして 
いない 
点検した して 
いない 
点検した して 
いない 
自動火災報知設備 4[40％] 6[60％] 5[45％] 6[55％] 5[56％] 4[44％] 13/17（30） 
非常放送設備 2[67％] 1[33％] 2[29％] 5[71％] 2[33％] 4[67％] 6/10（16） 
消火器 6[60％] 4[40％] 7[58％] 5[42％] 4[40％] 6[60％] 21/11（32） 
屋内消火栓 2[67％] 1[33％] 6[60％] 4[40％] 5[62％] 3[38％] 15/6（21） 
スプリンクラー ― 1[100％] ― 2[100％] ― 1[100％] 0/4（4） 
排煙設備 1[33％] 2[67％] 3[75％] 1[25％] ― ― 4/4（8） 
避難誘導灯 3[43％] 4[57％] 4[50％] 4[50％] 4[50％] 4[50％] 11/12（23） 
非常照明 4[57％] 3[43％] 5[56％] 4[44％] 4[50％] 4[50％] 13/11（24） 
表 26 1次アンケート調査集合住宅の被害状況別にみた防災設備点検状況 
 一部損 半損 不明 設備が設置されている 
集合住宅数 
点検した/していない(合計) 
点検した して 
いない 
点検した して 
いない 
点検した して 
いない 
自動火災報知設備 7[39％] 11[61％] 3[38％] 5[62％] 3[75％] 1[25％] 13/17（30） 
非常放送設備 3[33％] 6[67％] 2[40％] 3[60％] 1[50％] 1[50％] 6/10（16） 
消火器 13[65％] 7[35％] 5[62％] 3[38％] 3[75％] 1[25％] 21/11（32） 
屋内消火栓 9[75％] 3[25％] 4[67％] 2[33％] 2[67％] 1[33％] 15/6（21） 
スプリンクラー ― 2[100％] ― 2[100％] ― ― 0/4（4） 
排煙設備 4[50％] 4[50％] ― ― ― ― 4/4（8） 
避難誘導灯 7[44％] 9[56％] 2[40％] 3[60％] 2[100％] 0[0％] 11/12（23） 
非常照明 8[50％] 8[50％] 3[60％] 2[40％] 2[67％] 1[33％] 13/11（24） 
数字：点検した割合が高い場合 
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3.4.1.4 ライフライン復旧状況と防災設備点検の関係 
 ここでは、ライフラインの復旧状況によって防災設備の点検に影響があるのかについて
見てみる。表 27は、ライフライン（電気）の復旧日別の防災設備点検日について示したも
のである。復旧日が地震発生後 4 日以降になると、点検したかどうかについて不明の割合
が高い。混乱がより長く続いた場合ほど、点検状況について把握していない、あるいは、
点検をしていなかったと思われる。ただし、今回は、データの数が少ないため，ライフラ
イン復旧状況による防災設備点検についてのクロス分析結果は、信頼性に欠けると思われ
るので、今後、ライフライン復旧状況による防災設備点検状況についての調査研究が必要
と考える。 
 
表 27 ライフライン（電気）復旧日別の防災設備点検 
     復旧日 
点検日 
地震当日 地震発生後2～3日 
(N=21) 
地震発生後4～7日 
(N=9) 
地震発生1週間以降 
(N=3) 
地震当日 ― 2  
[9.5％] 
1  
[11％] 
― 
地震発生後2～3日 ― 2  
[9.5％] 
― ― 
地震発生後4～7日 ― 2  
[9.5％] 
― ― 
地震発生1週間以降 ― 2  
[9.5％] 
― ― 
不明・点検なし ― 13  
[59％] 
8  
[89％] 
3  
[100％] 
 
 
 
 
 
３.４.２. ヒアリング調査の結果 
1次アンケート調査を行う際に、1次アンケート調査対象集合住宅の3件でヒアリング調査
を行い、各集合住宅の管理員や管理組合役員、住民組織等の役員の方々から、地震後の状
況や建物及び防災設備等の点検状況について、詳細に把握した。その結果を表28に示す。 
ヒアリング調査の結果、東北地方太平洋沖地震の後、ヒアリング調査対象の集合住宅にお
いて、地震発生前から防災意識を持って発足していた住民組織の一部役員や管理会社（管
理員）等が、安否確認や避難指示、また、地震による建物や防災設備の被害状況把握、ラ
イフライン停止による生活困難する炊き出しや乾パン等の備蓄品を配布等の対応を行って
いた。地震後対応は、地震が発生する前から編成されていた住民組織の役員と管理員等に
より、地震当日又は翌日に、備蓄品を配布や炊き出し等のような生活と関わる支援対応を
優先に行っていて、建物や防災設備に対する点検については、建物の被害状況を中心に点
検を行っていたことが分かった。防災設備の被害状況結果を見ると、防災設備に対する点
検は、外観で確認できた消火器について行われたと考えられる。このことから、東北地方
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太平洋沖地震時の防災設備の点検は、地震による被害が外観で確認できた場合、それらの
設備に対して点検を行っているが、自動火災報知設備や非常放送設備、排煙設備等の設備
のように、外観で設備の損傷が見立たなかった場合は、点検を充分に行っていなかったと
考えられる。 
 
表 28 地震後被害状況と防災設備点検・対応の状況の各集合住宅の事例 
（ヒアリング調査結果） 
ID A集合住宅 B集合住宅 C集合住宅 
建物概要 2棟15階 総228戸 
竣工1986年 
管理会社に委託、 
町内会、自主防災組織有 
7階 総44戸 
竣工1991年 
管理会社に委託、 
自治会、防災組織有 
10階 総100戸 
竣工1999年 
管理会社に委託、 
自治会有 
 
被
害
状
況 
 
建物躯体 
 
共用廊下に面する壁に
クラック、エキスパンシ
ョンに破損あり、室内家
具転倒あり。 
応急危険度判定：不明 
地震保険査定：半損 
外壁タイルの一部にク
ラック、一部地盤沈下、
フェンス変形あり。 
 
応急危険度判定：不明 
地震保険査定：一部損 
窓のひび割れ、外壁タイ
ルのひび割れ及び剥離
あり。 
 
応急危険度判定：不明 
地震保険査定：半損 
 
防災設備 
 
消火器3本が箱から倒
れ、さらに安全ピンが外
れ中身が散乱。他の防災
設備は異常なし。 
特に異常なし。 消火器が箱から落ちて
いた。 
他の防災設備は特に異
常なし。 
 
点
検 
・
対
応
の
状
況 
 
 
地震直後 
の 
対応 
地震当日在宅していた
自主防災組織の役員と
管理員が2回全戸調査
し、安否確認を実施。 
その後、建物が危険だと
感じ避難を指示。 
地震当日管理員と自治
会長で安否確認、その
際に手書きで名簿を集
めた（自治会）。近所
の市民センターへ避難
も指示。 
地震当日は理事会や自
治会長が不在で、管理員
が地震当日安否確認を
実施。 
地震翌日から理事長や
自治会の2名が全戸訪問
して安否確認を実施。 
 
建物 
及び 
防災設備
等の 
点検 
地震当日は在宅してい
た自主防災組織の役員
と管理員が建物と設備
の被害について把握。地
震翌日に建物被害状況
を写真撮影。3/13専門家
が来て目視により安全
性評価。 
地震当日管理員と自治
会長、及び在宅してい
た住人で、建物被害を
把握。 
管理員が地震直後マン
ションを回って建物や
防災設備の被害を把握。 
専門会社は地震発生後1
ヶ月後の4月に来て建物
の被害点検を実施。 
 
生活支援 
対応 
震災翌日から5日間、自
主防災組織の役員等が1
階エントランスで1日1
回炊き出しを実施。材料
は備蓄品や呼びかけに
より提供してもらった
ものを使用。 
管理員と自治会長が炊
き出しを翌日から実
施。食糧や道具を各家
庭から持ち寄り、近く
の生協やレストランか
らの差し入れもあり。 
地震翌日に当時の理事
会が集会場で水、乾パン
等の備蓄品を配布。3/13
日に缶コーヒーメーカ
ーに勤務する住民から
缶コーヒー300~400本の
寄付があり住民に配布。 
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３.５. ２次調査の結果 
 2次調査では、１次アンケート調査時、把握しきれなかった集合住宅の管理体制や地震後
に防災設備の点検を行った主体について調べた。2次アンケート調査集合住宅の管理体制の
状況や防災設備の点検状況及び点検主体について表29に示す。まず、防災設備の点検状況
について見ると、2次アンケート調査集合住宅20件のうち、防災設備の点検を行った集合住
宅は9件、点検を行ってない集合住宅は5件、不明である集合住宅は6件であることが分かっ
た。次に、点検を行っている主体について見ると、管理組合が単独又は管理員と管理組合
が協力し地震後防災設備の点検を行っている事例が多く、また、住民組織の役員等やその
他の住民が共に防災設備の点検を行っている事例も見られた。このことから、防災設備点
検実施有無の要因として集合住宅の管理体制が関連すると推測される。図13は、点検実施
有無による集合住宅の管理体制の状況について示したものである。図13を見ると、点検を
行っている集合住宅で、地震が発生する前から自治会や自主防災組織の住民組織を編成し
ていることが分かる。以上より、集合住宅の管理体制の状況が防災設備の点検の実施有無
に影響していると考えられる。 
 
表 29 2次調査対象集合住宅の点検状況及び点検主体 
ID 管理体制の状況 防災設備の
点検状況 
点検を行った主体 
管理会社 自治会 自主防災組織 
A 委託している 有*1 有*1 行っている 管理組合 
B 委託している 有*2 有*1 管理員 
C 委託している 有*2 不明 管理員＋管理組合＋その他の居住者 
D 委託している 有*1 無 管理員＋管理組合 
E 委託している 有*2 無 管理組合 
F 部分委託 不明 有*1 管理組合 
G 委託している 有*1 有*1 管理員＋自治会＋自主防災組織 
H 委託している 有*2 有*2 管理員＋管理組合 
I 部分委託 無 不明 管理組合 
J 委託している 有*1 無 行ってない 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
*1：集合住宅単独町内会 
*2：地域の自治会連合町会加入 
K 部分委託 無 無 
L 委託している 有*1 有*1 
M 委託している 無 無 
N 委託している 有*2 有*1 
O 委託してない 無 無 不明 
P 委託してない 有*2 有*2 
Q 委託している 有*2 有*1 
R 委託している 有*2 有*2 
S 委託してない 有*2 無 
T 部分委託 有*1 無 
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委託してない委託している 不明
ないある 不明
点検を行っていない集合住宅
点検を行っている集合住宅
管理会社の委託有無
N=5
自治会の有無
自主防災組織の有無
N=9
不明
N=6
0% 20% 40% 60% 80% 100%
ないある 不明
点検を行っていない集合住宅
点検を行っている集合住宅
不明
N=6
点検を行っていない集合住宅
点検を行っている集合住宅
不明
N=6
N=5
N=9
N=5
N=9
0% 20% 40% 60% 80% 100%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
 
図 13 点検実施有無による集合住宅の管理体制の概要 
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３.６. まとめ 
本研究は、東北地方太平洋沖地震後、地震動を受けた仙台市内の集合住宅において調査を
行い、防災設備の点検実態について把握し、以下のことが分かった。 
① 東北太平洋沖地震時、調査時点(地震後約10ヶ月後)で防災設備の点検実施率は、設備の
種類によって異なり、平均点検実施率は約46％である。期間別点検実施を見ると、地震
発生後一週間以内は約17％、地震発生後一週間以降は約3％で、点検不明は約33％であ
った。 
② 各設備の種類による点検実施率を比べると、東北太平洋沖地震発生後の防災設備の点検
は、消火器や屋内消火栓については、これらの設備を設置している集合住宅のうち、約
70％の集合住宅で点検を行っている一方、自動火災報知設備や非常放送設備、排煙設備
等の設備については、これらの設備を設置している集合住宅のうち、約40～50％の集合
住宅でしか点検を行っていない。 
③ 今回の防災設備の点検は、集合住宅の階数・規模や被害状況とはそれほど関連がないも
のの、ヒアリング調査結果によると、地震後防災設備の点検は、管理組合が単独又は管
理員や管理組合、他の住民等が協力し防災設備の点検を行っていた。そこで、クロス集
計を行い、集合住宅の管理体制が防災設備の点検の実施有無に影響しているのかどうか
分析した結果、地震発生後防災設備に対して点検を行っている集合住宅は、地震が発生
する前から自治会や自主防災組織の住民組織を編成していることが確認された。 
以上のことから、管理員又自治会や自主防災組織の住民組織等により行われていたが、実
施時期について不明が相対的に多く、また、管理員や住民組織の役員等が、防災設備の外観
を目視による確認しやすかった設備、例えば消火器や屋内消火栓を中心に点検を行っていた
と考えられる。このような地震後防災設備の点検現状から地震後火災による危険性を考えた
場合、地震後防災設備の点検は目視点検だけでは不十分であると考えられる。地震発生後、
居住者は防災設備の点検の必要性を認識しておらず、専門家による点検がすぐには行われな
かったのは、多くの居住者は潜在的な地震火災危険性を認識せずに地震動を受けた集合住宅
に滞在し続けていたと思われる。従って、防災設備の点検対策として、防災設備の外観だけ
点検するのではなく、防災設備が地震後有効に機能するどうかを把握しておく必要があり、
また、専門的な知識を要する非常放送設備や避難誘導灯等の設備の機能や点検方法について
は、住民または住民組織に教育・啓発していく必要があると考えられる。ただし、今回は分
析に十分な量のデータを整備することに限界があった。今後、こうした点について、他の事
例調査研究などを通じ、集合住宅における地震後防災設備点検状況について検討を加えて行
く必要がある。 
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Note 
Note1) 応急危険度判定とは、大地震により被災した建築物を調査し、その後に発生する余
震などによる倒壊の危険性や外壁・窓ガラスの落下、付属設備の転倒などの危険性を
判定することにより、人命にかかわる二次的災害を防止することを目的としている。 
赤：危険、立ち入らないようにする。黄：要注意、立ち入る場合調査結果に基づき注
意事項に十分注意する。緑：検査済み、立ち入ることができる。 
Note2) 地震保険とは、地震・噴火またはこれらによる津波を原因とする火災・損壊・埋没
または流失による損害を補償する地震災害専用の保険で、地震等による被災者の生活
の安定に寄与することを目的として民間保険会社が負う地震保険責任の一定額以上
の巨額な地震損害を政府が再保険することにより成り立っている。地震保険では、保
険の対象である建物または家財が全損、半損、また一部損となったときに保険金が支
払われている。 
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第４章 集合住宅における地震発生後生活継続時の地震後対応の実態 
４.１. はじめに 
 地震が発生すると、集合住宅において倒壊等の大きな被害がない場合であっても、家具転
倒等の室内被害、停電・断水等によるライフラインの問題、エレベーター停止等の集合住宅
特有の被害が生じる。さらに、巨大地震が発生すると地域の避難所は混雑・混乱している可
能性があるため、集合住宅の居住者は、自宅で継続的に居住することが選択肢となることか
ら、地震が発生した後、地震動を受けた集合住宅において継続的な生活を続けて行くことが
出来る取り組みが求められている。この間は、集合住宅において建物内の安全を確保する対
応やライフライン停止等による生活困難に対する支援活動対応が必要とされる。 
これまで地震発生後の集合住宅における生活継続の対応や対策に関する研究は幾つか行
われている。瀬渡・杉山1)は、兵庫県南部地震時、ライフライン停止により生活が困難とな
った居住者のために、管理組合や自治会等の居住者組織による部分的支援活動が行われたこ
とを調査している。その後、集合住宅の自宅で地震直後に生活が継続出来るような対策が進
められ、東京都中央区2)や港区3)では、高層集合住宅の居住者が被災後も継続的に自宅で生活
出来るように対策を検討して来ている。また、吉森ら4）により、2011年度に超高層集合住宅
における災害対応力に関する研究が行われている。2011年3月11日には東北地方太平洋沖地
震が発生し、集合住宅における居住者が生活継続する際の対応についての研究が、村田ら、
吉森ら、平田らによって行われた。村田ら5)は、仙台市内の集合住宅を対象にヒアリング調
査を行い、地震直後の組織的活動及び対応等について調査している。また、吉森ら6)、平田
ら7)は、集合住宅における災害時の対応を考える上で、自宅で生活を継続した時の住民の対
応について調査している。しかし、これらの研究は、地震後行われた対応の実態について整
理したものであり、集合住宅における地震発生後生活継続のための対応がどのような影響を
受けて行われるのか、どのくらいの規模の住宅で、誰によって行われるのか等の検討は十分
であるとは言えない。 
そこで、本研究では、東北地方太平沖地震時に地震動を受けた仙台市内の分譲集合住宅を
対象にアンケート調査を行い、地震発生後に行われている生活継続のための対応が、どのよ
うな条件の際に行われたのか、規定要因を把握し、地震直後の生活継続における課題を整理
した。 
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４.２. 地震発生後に集合住宅で行われる対応の位置づけ 
 東北地方太平洋沖地震の直後、分譲集合住宅において、対策本部設置、安否確認、建物被
害点検、共用部の防火設備点検、ライフライン停止等の状況把握、防災用品（水・簡易トイ
レ等）の配布、炊き出し等の対応が行われた5)。これらの対応が、居住者の安全面にかかわ
るのか、生活面にかかわるのか、対応の対象は居住者か、建物・設備か、また、対応を行う
主体が住民組織か、管理組合・管理会社かによって、どのように位置づけられるかについて
図14に示す。この中で、対策本部を設置する対応は、安全面と生活面、両面とかかわる対応
と考えられる。対応を行う主体としては居住者向けの生活面の対応は住民組織が、建物・設
備向けの安全面の対応は専門的な知識を要するため管理会社（管理員）が行う傾向があると
考えられる。 
 
生活面安全面
居住者
建物
・
設備
安否確認
建物被害点検
対策本部設置
ライフライン把握
防災用品配布
炊き出し
対象
対応 主体
住民組織
(自治会 ・
自主防災組
織等）
管理組合
（管理員）
管理会社
共用部の
防火設備点検
 
図 14 地震発生後に行われる対応の位置づけ 
 
 
４.３. 研究の方法 
 本研究では、アンケート調査を通じ、東北地方太平沖地震時に地震動を受けた仙台市内の
分譲集合住宅における居住者の生活継続に際して行われた対応について把握した。アンケー
ト調査の概要は表30に示す。アンケートは、東北マンション管理組合連合会の協力により分
譲集合住宅の管理組合宛に郵送配布・回収を基本とし、2013年9月中旬に仙台市内の分譲集
合住宅（以下、集合住宅）157件に配布し、2013年10月14日までに回収した。回収は157件の
うち81件、回収率は51.6％である。アンケートは当時のことをよく知っている管理組合理事
会の担当者による記入を依頼した。アンケート項目は、以下の通りである。 
 
① 建物の概要：名称、所在地、建物年数、住戸数、階数、構造形式 
② 管理体制について：管理会社への委託有無、自治会組織有無、自主防災組織有無 
③ 建物の被害状況：罹災証明 
④ 地震当日の避難状況：地震当日の避難有無、避難を決めた主体、避難を決めた理由 
⑤ 地震発生後の対応：各対応実施有無、対応を行った主体、対応実施日 
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表 30 アンケート調査の概要 
調査の日時 2013年9月中旬～2013年10月14日 
調査の対象 東北地方太平洋沖地震時地震動を受けた仙台市内の分譲集合住宅 
調査の目的 地震発生時に集合住宅で居住者が生活し続ける際に行われる地震後対応の
活動内容や、その対応を行った主体等について調べる 
回答者 集合住宅管理組合理事会の担当者 
回答状況 全157件の分譲集合住宅の管理組合宛に郵送配布・回収、回収数は81件（回
収率51.6％） 
 
 
４.４. 調査対象集合住宅の概要と被害状況及び避難状況 
４.４.１. 調査対象集合住宅の概要 
図15は、調査対象集合住宅の建物概要について示したものである。建築年数を見ると、調
査対象集合住宅のうち、建築年数15年以下の建物は22.2％、15～30年の建物は45.7％、31年
以上の建物は27.2％である。その中で、最も古いのは、約40年前に建てられた集合住宅であ
った。建物階数を見ると、調査対象集合住宅のうち、5階建以下の建物は9.9％、6～10階建
の建物は45.7％、11階建以上の建物は44.4％である。その中で、超高層集合住宅が2件あり、
各々31階建、32階建の建物であった。建物住戸数を見ると、調査対象集合住宅のうち、50住
戸以下の建物は43.2％、51～100住戸の建物は35.8％、101住戸以上の建物は21％である。な
お、集合住宅には、1敷地に1棟が建つ単棟型の形態と1敷地に複数棟が建つ団地型の形態が
あるが、本研究調査対象集合住宅は1敷地1～3棟（81件のうち、1棟は63件、2棟は10件、3棟
は7件、1件は未回答）であった。以上より、本研究の調査対象集合住宅は、3棟以下6階建て
以上のものが多いことが分かる。 
建築年数
15年以下の建物 16～ 30年の建物
31年以上の建物 不明
0% 20% 40% 60% 80% 100%
45.7%
22.2% 27.2%
4.9%
 
建物階数
0% 20% 40% 60% 80% 100%
5階建以下の建物 6～ 10階建の建物
11階建以上の建物 不明
45.7%
9.9% 44.4%
  
建物住戸数
50住戸以下の建物 51～ 100住戸の建物
101住戸以上の建物 不明
0% 20% 40% 60% 80% 100%
35.8%
43.2% 21%
 
図 15 調査対象集合住宅の建物概要 
              （N=81） 
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図16は、調査対象集合住宅の管理体制注1について示したものである。管理会社について見
ると、管理会社に委託していない集合住宅は、調査対象集合住宅のうち、11.1％であり、多
くの集合住宅では、管理会社に委託していて管理会社からの人員（管理員）が集合住宅を管
理・運営をサポートしていることが分かる。自治会について見ると、集合住宅が単独で自治
会を設置している割合は25.9％、地域の連合自治会に加入して自治会を設置している割合は
35.8％であり、自治会を設置している集合住宅は、調査対象集合住宅のうち約62％であった。
また、自主防災組織について見ると、集合住宅単独で設置されている割合は29.6％、連合自
治会と連携して自主防災組織を設置している割合は11.1％であり、調査対象集合住宅のうち、
約41％の集合住宅で自主防災組織を編成していることが分かった。 
 
管理会社
委託している 一部委託 委託していない
0% 20% 40% 60% 80% 100%
16.0%72.9% 11.1%
 
自治会
単独町内会 連合町内加入 ない その他
0% 20% 40% 60% 80% 100%
35.8%25.9% 30.9%
7.4%
 
自主防災組織
0% 20% 40% 60% 80% 100%
単独町内会 連合町内加入 ない その他
55.6%29.6% 11.1%
3.7%
 
図 16 調査対象集合住宅の管理体制 
              （N=81） 
 
４.４.２. 調査対象集合住宅の被害状況と避難状況 
図17は、調査集合住宅が所在する場所と東北地方太平洋沖地震時その地域の震度について
示したものである。図17を見ると、東北地方太平洋沖地震時、仙台市内では震度6弱、6強の
激しい地震が発生し、調査対象集合住宅は大体6弱の地域に集中していることが分かる。図
18は、震度別にみた調査対象集合住宅の罹災証明注2による被害状況を示したもので、図19は、
被害状況別にみた調査対象集合住宅の地震当日の避難状況について示したものである。図18
を見ると、今回の地震で、調査対象集合住宅の約50％は一部損壊、約40％は半壊という罹災
証明判定を受けていることが分かる。その中で、避難状況について見ると、多くの集合住宅
で「一部避難した」、または「ほとんどの人は避難していない」と答えている。一方、破損
程度が大きいほど「ほとんどの人が避難した」と答えた割合が増えているが、全体的に見る
と、多くの居住者は避難せず、地震により被害を受けた集合住宅で生活をし続けていたと言
える。 
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図 17 調査集合住宅が所在する場所と東北地方太平洋沖地震時その地域の震度 
（震度分布は、気象庁8）に基づく） 
（図中の数字はアンケート調査対象集合住宅の整理番号） 
 
一部損壊被害なし 半壊 全壊大規模半壊
震度6強
震度6弱
N=72
N=8
0% 20% 40% 60% 80% 100%
 
図 18 震度別にみた調査対象集合住宅の罹災証明による被害状況 
 
一部避難したほとんどの人が避難した
ほとんどの人は避難してない その他
0% 20% 40% 60% 80% 100%
全壊
大規模半壊
半壊
一部破損
被害なし
N=3
N=35
N=29
N=6
N=8
 
図 19 被害状況別にみた調査対象集合住宅の地震当日の避難状況 
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図20は、避難した理由について示したもので、避難した理由として、「余震が怖かったか
ら」が約62％、「ライフラインの問題」が約61％を占めている。この結果を見ると、余震に
対する安全確保の上の避難と地震後自宅での生活困難を感じた上での避難がほぼ同じ割合
を占めていることから、東北地方太平洋沖地震時、集合住宅からの避難は、居住者が身の安
全を確保するため、また、生活困難に対して一時的に公共施設等で生活するため、つまり、
安全面と生活面の両方の意味で避難をしていたと考えられる。 
 
6.9 
0.0 
15.5 
24.1 
69.0 
70.7 
0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0 
その他
マンション内で火災が起こったから
住戸内に住む状況ではなかったから
マンションが危険だと思ったから
ライフラインの問題で
余震が怖かったから
%
%
%
%
%
%
%
（避難した N=58） 
図 20 避難した理由 
               （複数回答） 
 
４.５. 調査対象集合住宅で地震発生後行われた対応 
ここでは、地震発生後行われる対応の位置づけ(図14参照)を基本的な枠組みとし、地震発
生後行われる対応として、対策本部設置、安否確認、建物被害点検、防火設備点検、ライフ
ライン把握、防災用品配布、炊き出しの7項目に着目して分析を行う。 
４.５.１. 地震発生後行われた対応の実態 
まず、地震発生後行われた対応の全体的な実態について把握する。図21は、地震発生後行
われた各対応の実施率について示したものである。調査対象集合住宅のうち、対策本部設置
は約30％、安否確認は約60％、建物被害点検は約93％、防火設備点検は約60％、ライフライ
ン把握は約80％、防災用品配布は約20％、炊き出しは約18％の集合住宅で行われていた。安
否確認、建物被害点検、防火設備点検という居住者及び建物・設備の安全面とかかわる対応
が、居住者の生活面とかかわる対応より比較的多く行われている。 
図22は、地震発生後行われた対応の実施日について示したものである。安否確認、ライフ
ライン把握、対策本部設置、防災用品配布、炊き出しという居住者を対象にする対応は地震
当日に比較的多く行われていて、建物・設備を対象にする対応は地震当日より地震発生翌日
から地震発生後1週間の間により多く行われている。 
図23は、地震発生後対応を行った主体について示したものである。既往研究5)によると、
東北地方太平洋沖地震の時は、地震発生時在宅していた管理組合等の役員、住民組織等が地
震直後に集まり、管理組合のみならず、管理員や住民組織等とともに対応を行ったことが把
握されている。そこで、ここでは対応を行った主体について複数回答の形式で回答してもら
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い、その結果を図23に示す。図23を見ると、各管理主体、例えば管理員、管理組合、自治会
が、単独で対応を行っている割合より、管理員と管理組合、管理員と自治会又は自主防災組
織、管理組合と自治会又は自主防災組織等のように、各管理主体がお互いに連携して対応を
行っている割合が比較的多いことが分かる。その中で、居住者及び建物・設備の安全点検に
ついては、建物点検は約61％、防災設備の点検は約67％程度で、管理員や管理組合、また管
理員と管理組合が一緒に対応を行っていた。一方、居住者向けの生活面とかかわる対応は、
防災用品配布は約6％、炊き出しは約8％割合の自治会が、また、防災用品配布は約18％、炊
き出しは約8％割合の管理員と自治会又は自主防災組織が対応を行っていて、安全面とかか
わる対応より、住民組織が比較的多く参加していたことが分かった。自主防災組織は、その
組織単独で対応を行っている事例はなく、管理組合や管理員、また自治会と連携して対応を
行っている割合が高い。以上のアンケート調査結果に基づいて、各主体が行った対応の主な
傾向について図24に示す。地震が発生すると、各組織はお互いに協力して対応を行っている
が、概ね居住者及び建物・設備の安全面とかかわる対応は、管理組合と管理員が最も多く行
い、居住者の生活面とかかわる対応は、住民組織等が多く参加して対応を行っていると考え
る。 
対応した 対応してない 不明
安全面と
関わる対応
生活面と
関わる対応
安全と生活
両方面と
関わる対応
0% 20% 40% 60% 80% 100%
炊き出し
防災用品配布
ライフライン把握
防火設備点検
建物被害点検
安否確認
対策本部設置
30%
60%
93%
60%
20%
18%
80%
 
図 21 地震発生後行われた各対応の実施率 
                     （N=81） 
地震発生翌日 地震発生２～３日後地震発生当日
地震発生1週間後 それ以降
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関わる対応
生活面と
関わる対応
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防災用品配布
ライフライン把握
防火設備点検
建物被害点検
安否確認
対策本部設置
N=24
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N=13
 
図 22 地震発生後行われた対応の実施日 
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図 23 地震発生後対応を行った主体 
           （複数回答） 
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図 24 地震後に各主体が行う対応の傾向 
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４.５.２. 地震発生後行われる対応を規定する要因 
ここからは、地震発生後行われた対応が、どのような条件の際に行われたのかについて分
析する。 
（１）クロス集計の分析 
ここでは、地震発生後行われた対応に影響を与える要因として、集合住宅の基本属性（建
物建築年数、建物階数、建物住戸数）、管理体制、地震発生後の被害状況を説明変数とし、
これらの要因が地震発生後行われた対応と関連があるかどうか、クロス集計を行い分析する。
図25は、調査対象集合住宅の建物の基本属性と管理体制別にみた地震発生後行われた対応に
ついて示したものである。建物建築年数別に見ると、建物が古くなるほど、安全面とかかわ
る対応が若干多く行われていたが、それほど大きな差はないことが分かる。建物階数別に見
ると、5階建以下の建物より、6～10階建の建物、11階建以上の建物で、比較的多く対応が行
われており、特に、対策本部設置やライフライン把握、防災用品配布等の生活面とかかわる
対応がより多く行われていることが分かった。また、建物住戸数別に見ると、住戸数が多い
ほど、全体的に対応が多く行われていることも分かった。次に、管理体制別にみると、管理
会社の委託有無別は、管理会社に委託していない場合、若干対応が多く行われていることが
分かった。住民組織の有無別では、自治会や自主防災組織がある集合住宅で、比較的対応が
多く行われていることが分かる。 
図26は、調査対象集合住宅の被害状況別にみた地震発生後行われた対応について示したも
のである。なお、ここでは、被害状況を一部損壊、半壊、大規模半壊＋全壊、3つのカテゴ
リにして分析を行う。図26を見ると、各対応によってそれほど大きな差はないが、半壊や大
規模半壊＋全壊の被害を受けた集合住宅で、対応が若干多く行われていることが分かる。以
上の分析結果より、6階建て以上で、101住戸以上、かつ、住民組織がある集合住宅で、また、
建物の被害が大きいほど、比較的対応が多く行われていることが分かった。このことから、
建物階数、建物世帯数、管理体制、被害状況が、地震発生後行われる対応に影響を与える要
因として挙げられる。 
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(a) 建物建築年数別に見た地震後対応の実施有無の割合 
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(b) 建物階数別に見た地震後対応の実施有無の割合 
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(c) 建物住戸数別に見た地震後対応の実施有無の割合 
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(d) 管理体制別に見た地震後対応の実施有無の割合 
図 25 調査集合住宅の建物基本属性と管理体制別にみた地震後対応の実態 
（N=81、ただしカテゴリ数が合わない場合についてはアンケートの答えが不明であったこ
とに留意する必要がある。） 
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図 26 調査集合住宅の被害状況別にみた地震後対応の実態 
（N=81のうち、3件の集合住宅は被害状況が不明） 
 
（２）数量化理論Ⅱ類の分析 
ここでは、地震発生後行われる対応に最も大きく影響を与える、つまり、規定する要因に
ついて明らかにするため、数量化理論Ⅱ類の分析を行う。クロス集計と同様に「建築年数」
「建物階数」「建物住戸数」「被害状況」「管理体制有無状況：管理会社の有無、自治会の
有無、自主防災組織の有無」の5項目を説明変数、地震発生後行われる各対応が行ったかど
うかを目的変数とし、分析を行った。表31は、数量化理論Ⅱ類の分析から得られた結果を示
したものである。ここでは説明変数が外的基準に及ぼす影響力を把握するためレンジ及び偏
相関係数を用いる。レンジとは各説明変数内におけるカテゴリースコアの最大値と最小値の
差のことである。また、分析精度を調べるため、相関比と正判別率（判別的中率）を用いる。
相関比n2＝（0≦n2≦１）とは2グループ間のバラツキを求めているもので、相関比の大きい
ほど群内分散が相対的に小さく、相関比の小さいほど群内分散が相対的に大きい。正判別率
は正しく判別された数を全体の数で割った割合として求められているものである。 
①「対策本部設置」：得られた相関比は0.350、正判別率は76.9%であった。正判別率は高め
であるが、相関比が低いので群内分散が相対的に大きいと考えられる。レンジ及び偏相関係
数の値から見ると、比較的高い値を示したのは、管理会社委託有無（レンジ：1位、偏相関
係数：1位）、階数（レンジ：2位、偏相関係数：4位）、建築年数（レンジ：3位、偏相関係
数：2位）となっており、これらの要因が対策本部設置の対応に寄与していることが分かる。
カテゴリ数量が小さい（負である）ほど、対応が行われやすいことに注意すると、対策本部
設置は、管理会社に委託してなく、6階建て以上の、15年以下の集合住宅で、対応が行われ
やすい傾向にある。 
②「安否確認」：得られた相関比は0.228、正判別率は75.0%であった。正判別率は高めであ
るが、相関比が低いので群内分散が相対的に大きいと考えられる。レンジ及び偏相関係数の
値から見ると、比較的高い値を示したのは、管理会社委託有無（レンジ：1位、偏相関係数：
1位）、階数（レンジ：2位、偏相関係数：2位）、自主防災組織有無（レンジ：3位、偏相関
係数：3位）となっており、これらの要因が安否確認の対応に寄与していることが分かる。
カテゴリ数量が小さい（負である）ほど、対応が行われやすいことに注意すると、安否確認
は、管理会社に委託してなく、11階建て以上の、自主防災組織がある集合住宅で、対応が行
われやすい傾向にある。 
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③「建物被害点検」：得られた相関比は0.153、正判別率は90.5%であった。正判別率は高め
であるが、相関比が低いので群内分散が相対的に大きいと考えられる。レンジ及び偏相関係
数の値から見ると、比較的高い値を示したのは、「自主防災組織有無」（レンジ：1位、偏
相関係数：1位）、「被害状況」（レンジ：2位、偏相関係数：4位）、「住戸数」（レンジ：
3位、偏相関係数：2位）となっており、これらの要因が建物被害点検の対応に寄与している
ことが分かる。カテゴリ数量が小さい（負である）ほど、対応が行われやすいことに注意す
ると、建物被害点検は、自主防災組織があって、地震後半壊以上の被害を受けた、51住戸以
上の集合住宅で、対応が行われやすい傾向にある。 
④「防火設備点検」：得られた相関比は0.329、正判別率は77.4%であった。正判別率は高め
であるが、相関比が低いので群内分散が相対的に大きいと考えられる。レンジ及び偏相関係
数の値から見ると、比較的高い値を示したのは、「管理会社委託有無」（レンジ：1位、偏
相関係数：1位）、「階数」（レンジ：2位、偏相関係数：2位）、「住戸数」（レンジ：3位、
偏相関係数：3位）となっており、これらの要因が防火設備点検の対応に寄与していること
が分かる。カテゴリ数量が小さい（負である）ほど、対応が行われやすいことに注意すると、
防火設備点検は、管理会社に委託してなく、11階建て以上の、51住戸以上の集合住宅で、対
応が行われやすい傾向にある。 
⑤「ライフライン把握」：得られた相関比は0.298、正判別率は84.5%であった。正判別率は
高めであるが、相関比が低いので群内分散が相対的に大きいと考えられる。レンジ及び偏相
関係数の値から見ると、比較的高い値を示したのは、「管理会社委託有無」（レンジ：1位、
偏相関係数：3位）、「階数」（レンジ：2位、偏相関係数：2位）、「自主防災組織有無」
（レンジ：3位、偏相関係数：1位）となっており、これらの要因がライフライン把握の対応
に寄与していることが分かる。カテゴリ数量が小さい（負である）ほど、対応が行われやす
いことに注意すると、ライフライン把握は、管理会社に委託してなく、11階建て以上の、自
主防災組織がある集合住宅で、対応が行われやすい傾向にある。 
⑥「防災用品配布」：得られた相関比は0.256、正判別率は74.1%であった。正判別率は高め
であるが、相関比が低いので群内分散が相対的に大きいと考えられる。レンジ及び偏相関係
数の値から見ると、比較的高い値を示したのは、「住戸数」（レンジ：1位、偏相関係数：3
位）、「建築年数」（レンジ：2位、偏相関係数：2位）、「自主防災組織有無」（レンジ：
3位、偏相関係数：1位）となっており、これらの要因が防災用品配布の対応に寄与している
ことが分かる。カテゴリ数量が小さい（負である）ほど、対応が行われやすいことに注意す
ると、防災用品配布は、101住戸以上の、15年以下の、自主防災組織がある集合住宅で、対
応が行われやすい傾向にある。 
⑦「炊き出し」：得られた相関比は0.201、正判別率は76.7%であった。正判別率は高めであ
るが、相関比が低いので群内分散が相対的に大きいと考えられる。レンジ及び偏相関係数の
値から見ると、比較的高い値を示したのは、「階数」（レンジ：1位、偏相関係数：1位）、
「被害状況」（レンジ：2位、偏相関係数：2位）、「建築年数」（レンジ：3位、偏相関係
数：3位）となっており、これらの要因が炊き出しの対応に寄与していることが分かる。カ
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テゴリ数量対応が小さい（負である）ほど、対応が行われやすいことに注意すると、炊き出
しは、6～10階建ての、半壊の被害を受けた、31年以上の集合住宅で対応が行われやすい傾
向にある。 
分析結果を整理すると、まず、安否確認や建物・設備の安全面とかかわる対応について見
ると、比較的レンジ及偏相関係数の値が大きいのは、「管理会社有無」「自主防災組織有無」
「住戸数」であり、これらの要因が、安否確認や建物・設備の安全面とかかわる対応に寄与
していることが分かり、51戸世帯以上の、管理会社に委託してなく、自主防災組織を持って
いる集合住宅で安否確認や建物・設備の安全面とかかわる対応が行われやすい傾向であると
言える。また、居住者の生活面とかかわる対応について見ると、比較的レンジ及偏相関係数
の値が大きいのは、「管理会社有無」「住戸数」「階数」「自主防災組織有無」であり、こ
れらの要因が、居住者の生活面とかかわる対応に寄与していることが分かり、6階以上の101
住戸世帯、管理会社に委託してなく、自主防災組織を持っている集合住宅で居住者の生活面
とかかわる対応が行われやすい傾向であると言える。 
以上より、安全面及び生活面の全体から見ると、地震発生後行われる対応を規定する要因
として、「管理体制」、「住戸数」、「階数」が最も影響することが明らかになった。 
 
 
 
表 31 数量化理論Ⅱ類による分析結果 
 
(1)目的変数：対策本部設置 
説明変数 カテゴリー
カテゴリー
数量
偏相関係数 レンジ値
建築年数 1 15年以下 -0.766 0.228 1.087 3
2 16～30年 0.322 
3 31年以上 0.135 
階数 1 5階建以下 1.249 0.188 1.432 2
2 6～10階建 -0.101 
3 11階建以上 -0.183 
住戸数 1 50住戸以下 -0.134 0.174 0.892 
2 51～100住戸 -0.217 
3 101住戸以上 0.674 
被害状況 1 一部被害 0.400 0.209 0.927 
2 半壊 -0.527 
3 全壊 0.067 
管理会社 1 委託している 0.262 0.299 1.968 1
2 委託してない -1.706 
自治会 1 あり 0.221 0.142 0.632 
2 ない -0.411 
自主防災組織 1 あり -0.145 0.062 0.256 
2 ない 0.111 
対策本部設置 行われた -0.675 
行われなかった 0.337 
対策本部設置
相関比：0.350 正判別率：76.9％標本数：52  
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(2)目的変数：安否確認 
説明変数 カテゴリー
カテゴリー
数量
偏相関係数 レンジ値
建築年数 1 15年以下 0.417 0.160 0.607 
2 16～30年 -0.190 
3 31年以上 -0.018 
階数 1 5階建以下 1.292 0.458 2.342 2
2 6～10階建 0.572 
3 11階建以上 -1.050 
住戸数 1 50住戸以下 0.086 0.218 0.957 
2 51～100住戸 -0.398 
3 101住戸以上 0.559 
被害状況 1 一部被害 -0.034 0.033 0.147 
2 半壊 0.003 
3 全壊 0.113 
管理会社 1 委託している 0.320 0.469 2.381 1
2 委託してない -2.060 
自治会 1 あり 0.333 0.281 0.912 
2 ない -0.579 
自主防災組織 1 あり -0.764 0.401 1.370 3
2 ない 0.606 
安否確認 行われた -0.394 
行われなかった 0.887 
相関比：0.228 正判別率：75.0％標本数：60
安否確認
 
 
(3)目的変数：建物被害点検 
説明変数 カテゴリー
カテゴリー
数量
偏相関係数 レンジ値
建築年数 1 15年以下 0.245 0.070 0.529 
2 16～30年 0.030 
3 31年以上 -0.283 
階数 1 5階建以下 -0.543 0.070 0.645 
2 6～10階建 0.102 
3 11階建以上 0.003 
住戸数 1 50住戸以下 0.553 0.196 1.109 3
2 51～100住戸 -0.556 
3 101住戸以上 -0.224 
被害状況 1 一部被害 0.443 0.173 1.142 2
2 半壊 -0.291 
3 全壊 -0.699 
管理会社 1 委託している 0.076 0.067 0.598 
2 委託してない -0.522 
自治会 1 あり 0.331 0.179 0.994 
2 ない -0.662 
自主防災組織 1 あり -0.753 0.249 1.317 1
2 ない 0.564 
建物被害点検 行われた -0.071 
行われなかった 2.158 
建物被害点検
相関比：0.153 正判別率：90.5％標本数：63  
 
 
 62 
(4)目的変数：防火設備点検
説明変数 カテゴリー
カテゴリー
数量
偏相関係数 レンジ値
建築年数 1 15年以下 0.012 0.184 0.720 
2 16～30年 -0.245 
3 31年以上 0.476 
階数 1 5階建以下 1.663 0.323 2.054 2
2 6～10階建 0.012 
3 11階建以上 -0.391 
住戸数 1 50住戸以下 0.528 0.273 1.082 3
2 51～100住戸 -0.318 
3 101住戸以上 -0.555 
被害状況 1 一部被害 -0.229 0.211 0.973 
2 半壊 -0.022 
3 全壊 0.744 
管理会社 1 委託している 0.270 0.436 2.862 1
2 委託してない -2.592 
自治会 1 あり -0.212 0.169 0.562 
2 ない 0.350 
自主防災組織 1 あり -0.196 0.103 0.336 
2 ない 0.139 
防火設備点検 行われた -0.377 
行われなかった 0.872 
防火設備点検
相関比：0.329 正判別率：77.4％標本数：53  
 
(5)目的変数：ライフライン把握 
説明変数 カテゴリー
カテゴリー
数量
偏相関係数 レンジ値
建築年数 1 15年以下 0.683 0.278 1.130 
2 16～30年 -0.448 
3 31年以上 0.186 
階数 1 5階建以下 0.849 0.391 1.839 2
2 6～10階建 0.673 
3 11階建以上 -0.990 
住戸数 1 50住戸以下 0.152 0.264 1.335 
2 51～100住戸 -0.558 
3 101住戸以上 0.777 
被害状況 1 一部被害 0.103 0.138 0.673 
2 半壊 0.078 
3 全壊 -0.570 
管理会社 1 委託している 0.250 0.367 2.073 1
2 委託してない -1.822 
自治会 1 あり 0.009 0.007 0.025 
2 ない -0.017 
自主防災組織 1 あり -0.900 0.394 1.581 3
2 ない 0.682 
ライフライン 行われた -0.234 
把握 行われなかった 1.275 
ライフラ ン把握
相関比：0.298 正判別率：84.5％標本数：58  
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(6)目的変数：防災用品配布 
説明変数 カテゴリー
カテゴリー
数量
偏相関係数 レンジ値
建築年数 1 15年以下 -0.981 0.274 1.320 2
2 16～30年 0.256 
3 31年以上 0.339 
階数 1 5階建以下 0.630 0.242 1.115 
2 6～10階建 -0.485 
3 11階建以上 0.454 
住戸数 1 50住戸以下 0.395 0.262 1.414 1
2 51～100住戸 0.112 
3 101住戸以上 -1.019 
被害状況 1 一部被害 -0.325 0.169 0.678 
2 半壊 0.354 
3 全壊 -0.042 
管理会社 1 委託している 0.085 0.123 0.701 
2 委託してない -0.617 
自治会 1 あり -0.017 0.012 0.046 
2 ない 0.029 
自主防災組織 1 あり -0.765 0.321 1.305 3
2 ない 0.540 
防災用品配布 行われた -1.109 
行われなかった 0.231 
防災用品配布
相関比：0.256 正判別率：74.1％標本数：58  
 
(7)目的変数：炊き出し 
説明変数 カテゴリー
カテゴリー
数量
偏相関係数 レンジ値
建築年数 1 15年以下 0.327 0.172 0.998 3
2 16～30年 0.201 
3 31年以上 -0.671 
階数 1 5階建以下 0.908 0.306 1.558 1
2 6～10階建 -0.650 
3 11階建以上 0.599 
住戸数 1 50住戸以下 0.167 0.067 0.301 
2 51～100住戸 -0.134 
3 101住戸以上 -0.091 
被害状況 1 一部被害 0.087 0.228 1.522 2
2 半壊 -0.487 
3 全壊 1.035 
管理会社 1 委託している -0.011 0.013 0.097 
2 委託してない 0.086 
自治会 1 あり -0.175 0.111 0.500 
2 ない 0.325 
自主防災組織 1 あり -0.189 0.071 0.325 
2 ない 0.135 
炊き出し 行われた -1.003 
行われなかった 0.201 
炊き出し
相関比：0.201 正判別率：76.7％標本数：60  
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４.６. まとめ 
 本章では、東北地方太平洋沖地震後、地震動を受けた仙台市内の分譲集合住宅を対象にア
ンケート調査を行い、地震発生後行われた対応の実態について調べ、地震発生後に行われて
いる生活継続のための対応が、どのような条件の際に行われたのか、規定要因を把握し、以
下のことが分かった。 
① 東北地方太平洋沖地震後、調査対象とした分譲集合住宅では、安否確認、建物被害点検、
防火設備点検という居住者及び建物・設備の安全面とかかわる対応は約70％程度の集合
住宅で、居住者の生活面とかかわる対応は約40％程度の集合住宅で行われており、安全
面とかかわる対応が比較的に多く行われていた。一方、居住者を対象にする対応は地震
当日に最も多く行われていて、建物・設備を対象にする対応は地震当日より地震発生翌
日から地震発生後1週間の間により多く行われていた。 
② 対応を行っている主体は、各管理主体、例えば管理員、管理組合、自治会が、単独で対
応を行っている割合より、管理員と管理組合、管理員と自治会又は自主防災組織、管理
組合と自治会又は自主防災組織等のように、各管理主体がお互いに連携して対応を行っ
ている割合が比較的多いことが分かった。その中で、概ね居住者及び建物・設備の安全
面とかかわる対応は、管理組合と管理員が多く参加して行っており、居住者の生活面と
かかわる対応は、住民組織等が多く参加して対応を行っていた。 
③ これらの対応は、概ね6階建て以上で、101住戸以上、かつ、住民組織、自治会又は自主
防災組織がある集合住宅、また、建物の被害が大きい集合住宅で多く行われていた。 
④ 数量化理論Ⅱ類を用いて地震発生後行われる対応に最も影響を与える要因について分
析した結果、安否確認や建物・設備の安全面とかかわる対応は、51戸世帯以上の、管理
会社に委託してなく、自主防災組織を持っている集合住宅で、また、居住者の生活面と
かかわる対応は、6階以上の101住戸世帯、管理会社に委託してなく、自主防災組織を持
っている集合住宅で、行われやすい傾向であることが分かった。 
以上のことから、地震発生後対応は、地震が発生する前から自主防災組織のような住民組
織を持っている集合住宅でより有効に行われていたことが明らかになった。ただし、本章で
は、地震発生後、どの主体が対応を行っているのか、傾向的な面について示しているものの、
また、数量化理論手法において分析に用いた説明変数は主観的判断から選ばれていることか
ら、今後、他の研究や現地調査などを通じて、集合住宅の管理体制による対応について具体
的な役割や条件等について探る必要がある。 
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注 
注1)集合住宅には、区分所有者全員で構成される「管理組合」と居住者全員（賃貸入居者を
含む）で構成される「自治会」の居住者組織があり、集合住宅を管理する主体は管理組合
である。現在、超高層や規模が大規模な集合住宅が建てられる時代になり、その集合住宅
を管理する業務は幅広いし、継続するのも難しいので、自ら集合住宅を管理するのは現実
問題として困難なことから専門性の高い管理会社に集合住宅管理業務を委託して、管理員
が運営を効率的にサポートする傾向にある。しかし、管理運営の主体はあくまでも管理組
合であり、管理委託契約にもとづいて業務サービスを提供するのが管理会社の役割である。
管理会社の業務は主にマンションの建物・設備面（ハード面）、清掃業務等である。共用
部分等の保安、保全、保存業務や風紀、秩序、安全の維持に関する業務、防災に関する業
務（ソフト面）は、管理組合や自治会、その他居住者組織によって行われる活動である9）。 
注2) 罹災証明は、地震や風水害等の災害により被災した住家等の被害の程度を市町村が証
明するものである。（災害対策基本法第90条の2）罹災証明書により証明される被害程度
としては，全壊，大規模半壊，半壊，一部損壊，床上浸水，床下浸水，全焼，半焼等があ
り，「災害の被害認定基準について」（平成１３年６月２８日府政坊第５１８号内閣府政
策統括官（防災担当）通知）等に基づき被害程度の認定が行われる10）。 
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第５章  結論 
 日本においては、兵庫県南部地震、福岡県西方沖地震といった都市型の地震の経験から、 
地震動を受けた集合住宅で生活し続ける際の防災計画の重要性が高くなっていて、過去の地
震経験の教訓として、集合住宅における地震時の防災対応は、居住者本人「住民」もしくは
居住者相互の住民組織の役割が必要であることが指摘されている。特に、巨大地震が発生す
ると、広範囲な地域で大規模な被害が発生した場合、公的機関や管理会社による緊急対応が
必ずしも期待出来ない事態が懸念されることから、予想される集合住宅の被害状況等による
住民及び住民組織の避難行動・対応について検討しておく必要がある。そこで、本研究では、
兵庫県南部地震、東北地方太平洋沖地震時の事例を通じ、都市部に巨大地震が発生すると、
集合住宅において様々な問題が発生する事態から、被害を受けた集合住宅で住民及び住民組
織の行動・対応について把握し、今後の集合住宅における防災対策を講じる際に活用される
基礎資料として知見を得ることを目的とした。 
 
第2章、「集合住宅における地震発生後在館者の避難行動・対応の実態」では、兵庫県南
部地震と東北地方太平洋沖地震の事例を通じ、地震が発生し集合住宅において、１）建物館
内で火災が発生した集合住宅、２）建物周辺の市街地地域で火災が発生した集合住宅、３）
地震後火災は発生してないという被害事象の中、住民はそれぞれ置かれている状況からいつ
避難を開始したのか、各住民の住戸内平均所要時間について検討し、数量化2類理論を用い
てどのような要因が最も避難行動に影響するのかについて考察した。そして、住民組織は地
震後どのような行動・対応を行ったのかについて把握します。 
住民の避難行動について見ると、兵庫県南部地震後、建物館内で火災が発生した集合住宅
の場合、地震後火災を覚知する前に避難を開始した住民が短く住戸内にいて、その中で、年
齢が若い人ほどより短く（住戸内平均所要時間約17分）住戸内にいた。階別では低層階住民
の住戸内所要時間の偏差が大きく見られ、住戸内平均所要時間（約44分）が長かった。その
反面、中層階の住民がより早く（住戸内平均所要時間約24分）住戸内から出ていたことが分
かった。建物周辺の市街地地域で火災が発生した集合住宅の場合は、地震後火災を覚知する
前に避難を開始した住民が短く住戸内にいて、その中で、年齢が若い人ほどより短く住戸内
にいた（住戸内平均所要時間約11分）。階別ではそれほど大きな差は見られなかった。東北
地方太平洋沖地震後、建物館内で火災が発生した集合住宅の場合、各住民は地震直後早めに
住戸内から出ていて（住戸内平均所要時間約15分）、その中で、高齢層住民の住戸内平均時
間は約15分、中年層住民の住戸内平均時間は約19分であった。階別では、中層階で他の階と
比べて2分ほど若干遅い（住戸内平均時間約16分）ことが分かった。このような調査結果か
ら、数量化理論2類を用いて分析した結果、館内火災集合住宅の場合は、兵庫県南部地震時
と東北地方太平洋沖地震時、両方、「年齢」の要因が住民の避難行動に最も寄与していて、
年齢が低いほど、早く避難を開始しやすい傾向にあることが明らかになった。周辺火災集合
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住宅の場合は、「火災覚知有無」の要因が住民の避難行動に最も寄与していて、火災を覚知
した住民が、早く避難を開始しやすい傾向にあることが明らかになった。 
住民組織の避難行動・対応については、調査集合住宅のどの集合住宅でも、住民が自主的
に又は、住民組織等の避難指示によって、地震発生直後、住戸内から出て、集合住宅のエン
トランスや1階のロビーに集まっていたことが分かった。また、地震当日は、地震発生後在
宅していた自治会又は自主防災組織の役員と管理員が近くに避難所に住民を避難させた。し
かし、避難所にいけなかった住民や高齢者、また、身体が不自由な人に対しては、自治会又
は自主防災組織の役員と管理員が、集合住宅の1階の玄関ホールと2階集会室等に避難させて
いた。このような対応を行っている集合住宅では、地震が発生する前から自治会又は自主防
災組織のような住民組織を持っていた。 
 
第3章、「地震発生後集合住宅における防災設備等の点検対応の実態」では、東北地方太
平洋沖地震による地震動を受けた仙台市内の分譲集合住宅を対象にアンケートとヒアリン
グ調査を行い、地震発生後の集合住宅における防災設備の点検実態について知見を得た。 
調査結果、調査時点(地震後約10ヶ月後)での防災設備の点検実施率は、設備の種類によっ
て異なり、平均点検実施率は約46％であることが分かった。期間別点検実施率を見ると、地
震発生後一週間以内は約17％、地震発生後一週間以降は約3％、実施時期について不明は約
33％であった。種類別点検実施率を見ると、消火器や屋内消火栓についてはこれらの設備を
設置している集合住宅のうち、約70％の集合住宅で点検を行っている一方、自動火災報知設
備や非常放送設備、排煙設備等の設備についてはこれらの設備を設置している集合住宅のう
ち、約40～50％の集合住宅でしか点検を行っていないことが分かった。これらの対応点検は、
管理組合が単独又は管理員と管理組合が協力し地震後防災設備の点検を行った事例が多く、
また、住民組織等とその他の住民が共に防災設備の点検を行っていて、地震発生後防災設備
について点検を行っている集合住宅では、地震が発生する前から自治会や自主防災組織の住
民組織を編成していることが分かった。このことより、集合住宅の住民組織有無の要因が防
災設備の点検の実施有無に影響していると考えられる。しかし、管理員又自治会や自主防災
組織の住民組織等により対応は、防災設備の外観を目視による確認しやすかった設備、例え
ば消火器や屋内消火栓を中心にした点検であり、防災設備が地震後有効に機能するどうかに
ついて把握していなかった。このような地震後防災設備の点検現状から地震後火災による危
険性を考えた場合、地震後防災設備の点検は目視点検だけでは不十分であると考えられる。
地震発生後居住者は防災設備の点検の必要性を認識しておらず、専門家による点検がすぐに
は行われなかったのは、多くの居住者は潜在的な地震火災危険性を認識せずに地震動を受け
た集合住宅で滞在し続けていたと思われる。 
 
第4章、「集合住宅における地震発生後生活継続時の地震後対応の実態」では、東北地方
太平洋沖地震による地震動を受けた仙台市内の分譲集合住宅を対象にアンケート調査を行
い、地震発生後行われた対応の実態について調べ、また、数量化2類理論を用いて地震発生
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後に行われている生活継続のための対応がどのような条件の際に行われたのか、規定要因を
把握した。 
東北地方太平洋沖地震後、調査対象とした分譲集合住宅では、安否確認、建物被害点検、
防火設備点検という居住者及び建物・設備の安全面とかかわる対応は約70％程度の集合住宅
で、居住者の生活面とかかわる対応は約40％程度の集合住宅で行われており、安全面とかか
わる対応が比較的に多く行われていた。一方、居住者を対象にする対応は地震当日に最も多
く行われていて、建物・設備を対象にする対応は地震当日より地震発生翌日から地震発生後
1週間の間により多く行われていた。対応を行っている主体は、各管理主体、例えば管理員、
管理組合、自治会が、単独で対応を行っている割合より、管理員と管理組合、管理員と自治
会又は自主防災組織、管理組合と自治会又は自主防災組織等のように、各管理主体がお互い
に連携して対応を行っている割合が比較的多い。その中で、概ね居住者及び建物・設備の安
全面とかかわる対応は、管理組合と管理員が多く参加して行っており、居住者の生活面とか
かわる対応は、住民組織等が多く参加して対応を行っていた。数量化理論Ⅱ類を用いて地震
発生後行われる対応に最も影響を与える要因について分析した結果、安否確認や建物・設備
の安全面とかかわる対応は、51戸世帯以上の、管理会社に委託してなく、自主防災組織を持
っている集合住宅で、また、居住者の生活面とかかわる対応は、6階以上の101住戸世帯、管
理会社に委託してなく、自主防災組織を持っている集合住宅で、行われやすい傾向であるこ
とが分かった。 
 
以上のように本研究では、地震発生後集合住宅での住民の避難行動は、火災被害状況別、
また年齢別に異なっており、避難開始を迅速に行っている住民は、地震後火災の規模が比較
的小さい状況で年齢が若い傾向にあること、避難指示、また避難生活支援対応を行っている
集合住宅では、地震が発生する前から自治会又は自主防災組織のような住民組織を持ってい
ること、また、地震発生後防災設備の安全点検対応や地震発生後生活継続時行われる対応を
行っている集合住宅は、自主防災組織を持っていることを明らかにした。集合住宅における
地震発生後生活継続計画として、普段から自治会や自主防災組織等のような住民組織を結成
していて、事前から災害時の住民組織の役割を明確することや集合住宅の高齢者の避難行
動・生活を支援する対応、また、専門的な知識を要する安全確認対応について自らから問題
確認を持って防災対応に取り組むことが必要である。 
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